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１ 障害者総合支援法改正法施行後３年の見直しについて 

 

 

障害者総合支援法については、前回改正法の施行３年後の見直し規定に基づ

き、令和３年３月より、社会保障審議会障害者部会において見直しの議論を開

始し、昨年 12 月 16 日に中間整理を行った。 

障害者部会で検討した論点のうち、一定の方向性を得るに至った障害児支援

に関する論点については、本年の通常国会における児童福祉法改正を念頭に置

いた準備を進めており、３月４日に改正法案が閣議決定された。   

障害者の地域生活の支援や就労支援、精神障害者等の支援など、その他の論

点については、引き続き検討を深めているところであり、令和４年半ばまでを

目途に、最終的な報告書をとりまとめる予定である。 
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障害者総合支援法の一部改正法施行後３年を目途とした見直しの検討状況等（主な論点等）
○ 平成30年4月施行の改正法の見直し規定を踏まえ、令和３年３月以降、社会保障審議会障害者部会において議論中。
＜参考＞障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律及び児童福祉法の一部を改正する法律（平成28年法律第65号）
（検討）
附則第２条 政府は、この法律の施行後三年を目途として、この法律による改正後の障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

（以下「障害者総合支援法」という。）及び児童福祉法の規定について、その施行の状況等を勘案しつつ検討を加え、必要があると認め
るときは、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。

障害者の地域生活の支援 ～障害者本人の希望に一層応える仕組みへ～

障害児支援 ～社会状況の変化を踏まえた対応～

障害者の就労支援 ～雇用と福祉の連携強化～

○障害者の地域における自立した生活の実現・継続を支えるための支援の充実
・ 障害者が希望する一人暮らし等に向けた支援のため、グループホームのサービス類型を新たに設けることを含め、検討してはどうか。
・ 障害者の地域生活の支援を強化するため、「地域生活支援拠点等」や「基幹相談支援センター」について、努力義務化等により設置を
さらに促進するとともに、一人暮らし等の障害者を居宅の訪問などにより支える「自立生活援助」の整備を推進してはどうか。

○児童発達支援センター等の役割・機能の見直し
地域における障害児支援の中核的な役割を担うことを明確化するとともに、障害種別に関わらず、身近な地域で必要な支援を受けら
れるよう、「福祉型」及び「医療型」の児童発達支援を一元化する方向とする。

○いわゆる 「過齢児」をめぐる課題に対応するための、移行調整等のための総合調整の実施等の推進
障害児入所施設の入所者が退所後に地域生活等に円滑に移行できるよう、移行調整の責任主体（都道府県及び政令市）を明確に
するとともに、移行困難な場合は22歳満了時まで障害児入所施設への入所継続ができるようにすべき。

○新たな「就労アセスメント」の創設
本人の希望や能力に沿った就労を支援するため、就労系障害福祉サービスの利用意向のある障害者を対象として、就労アセスメント
（障害者の就労ニーズの把握と就労能力や適性の客観的な評価）の実施の制度化を検討してはどうか。

○一般就労中の企業における支援と就労系障害福祉サービスによる支援の連携
企業等での働き始め等にも、就労系障害福祉サービスの利用が可能となるよう、検討を進めてはどうか。

精神障害者等の支援

○ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築、精神保健福祉法上の入院に関わる制度の在り方、長期在院者への支援の在り

方、患者の意思決定支援や患者の意思に基づいた退院後支援の在り方、隔離・身体的拘束の最小化に係る取組、虐待防止の取組 等

※令和３年10月から検討会で議論を開始。

「障害者総合支援法改正法施行後３年の見直しについて」 中間整理（令和３年12月16日）の概要

○ 平成30年４月に施行された障害者総合支援法改正法の３年後見直し規定を踏まえ、令和３年３月以降、社会保障審議会障害
者部会において議論を行い、同年12月16日に中間整理を行った。議論された論点について、以下のとおりとされた。
・ 一定の方向性を得るに至った障害児支援に関する論点については、必要な措置を講じていく。
・ それ以外の論点については、引き続き議論を継続し、令和４年半ばまでを目途に最終的な報告書をとりまとめる。

１．障害者が希望する地域生活を実現する地域づくり
障害者が希望する地域生活を実現・継続するための支援の充実／地域共生社会の実現／医療と福祉の連携の推進／精神障害者の地域生活に向けた包括的な支援

２．社会の変化等に伴う障害児・障害者のニーズへのきめ細かな対応
障害児に対する専門的で質の高い支援体制の構築／障害者の多様なニーズに応じた就労の促進

３．持続可能で質の高い障害福祉サービス等の実現

今回の見直しの基本的な考え方今回の見直しの基本的な考え方

＜障害児通所支援＞

・ 「児童発達支援センター」について、多様な障害等への専門的機能を強化し、他の児童発達支援事業所等に対する助言などを行う機関としての役
割・機能を明確化すべきである。こうした役割・機能を総合的に果たすため、「保育所等訪問支援」や「障害児相談支援」としての指定を併せて有するこ
とを原則とする方向で検討する必要がある。

・ 「児童発達支援」について、障害種別にかかわらず、身近な地域で必要な発達支援を受けられるよう「福祉型」と「医療型」を一元化する方向とする。

・ 「児童発達支援」及び「放課後等デイサービス」について、５領域（「健康・生活」「運動・感覚」「認知・行動」「言語・コミュニケーション」「人間関係・社会
性」）全体をカバーした上で、特に重点を置くべき支援内容を決めていく「総合支援型」（仮称）を基本型とする。その上で、専門性の高い有効な理学療
法、作業療法、言語療法等の発達支援については、「特定プログラム特化型」（仮称）として位置づける方向で検討する必要がある。

・ 専修学校・各種学校に通学中の障害児でも、市町村長が認める場合は、「放課後等デイサービス」の給付決定を可能とすべきである。

・ 「児童発達支援」及び「放課後等デイサービス」におけるインクルージョンを推進するため、保護者等の意向の把握から保育所等への定着支援に至
る一連のプロセスを効果的な標準手法としてまとめ、わかりやすく提示することを検討する必要がある。また、保育所や放課後児童クラブと一体的に
支援できるよう検討することが必要である。例えば、保育所と児童発達支援事業所が、一日の活動の中で、子どもが一緒に過ごす時間を持ち、それぞ
れの人員基準以上の保育士等が混合して支援を行う等、一体的な支援を可能とする方向で検討する必要がある。

・ 「児童発達支援」及び「放課後等デイサービス」の各ガイドラインで定められ、現在は評価方法が任意とされている自己評価票・保護者評価票につい
て、ガイドライン上の評価票の内容を最低限実施する等、運営基準等での位置付けを見直す必要がある。

障害児支援について障害児支援について
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＜障害者の居住支援について＞

・ 障害者が希望する地域生活の実現を推進する観点から、本人が希望する一人暮らし等に向けた支援を目的とするグループホームのサービス類型
を新たに設けることを含め、さらに検討する必要がある。

・ 新たなサービス類型の検討については賛成の意見がある一方、現行のグループホームでの一人暮らし等に向けた支援を検討すべきとの意見や宿
泊型自立訓練との関係を整理すべきとの意見があったことを踏まえ、障害者が希望する地域生活の実現の推進に向けた施策を検討する必要がある。

・ 障害者支援施設の在り方について、安心できる居住環境を提供する観点から検討する必要がある。開かれた障害者支援施設として、地域移行や地
域課題により一層取り組むため、施設の対応の在り方や地域の事業者・地域住民との連携の強化について検討する必要がある。

・ 地域生活支援拠点等の整備を推進するため、市町村の整備の努力義務化なども含め、法令上の位置づけの明確化を検討する必要がある。

＜障害者の相談支援等について＞

・ 地域の相談支援の中核である基幹相談支援センターについて、市町村の設置の努力義務化等により、全ての市町村での設置を目指す必要がある。

・ 地域住民の多様な支援ニーズに対応するため、他法他施策による相談支援等との連携強化を図ることが求められる。

・ 協議会の一層の活性化を図るとともに、利用者の個別事例の検討等の実施を促進するため、守秘義務を設ける必要がある。

・ 自立生活援助の整備促進のため、人員基準、利用者の状況に応じた標準利用期間、更新手続の在り方について検討する必要がある。

＜障害者の就労支援について＞

・ 障害者本人のニーズを踏まえた上での一般就労の実現や適切なサービス提供等がなされるよう、就労系障害福祉サービスの利用を希望する障害
者へのアセスメント（ニーズの把握と就労能力や適性の評価）の実施の制度化を検討する必要がある。

・ 一般就労への円滑な移行のための企業等での短時間勤務中などに、就労系障害福祉サービスの利用が可能となるよう検討する必要がある。

・ 障害者の就労を支えるための雇用・福祉施策の連携強化として、障害者就業・生活支援センター事業の運営主体が就労定着支援事業を実施可能と
すること、障害者就業・生活支援センターがスーパーバイズ等の基幹型機能も担う体制を整備することなどについて検討する必要がある。

＜過齢児の移行調整＞

・ 障害児入所施設から成人としての生活への円滑な移行を促進するため、都道府県及び政令市は、関係者の協議の場を設け、移行調整及び地域資
源の整備等に関する総合調整を行うことを責務とすべき。

・ 障害児施設入所中（15歳頃）から、本人の意思決定を支援しつつ、相談支援事業所が成人としての生活への移行・定着までを一貫して支援できる仕
組みを検討する必要がある。

・ 特別な事情により移行が困難な者については、都道府県等の協議の場での判断を経て、満22歳満了時までは入所を継続できるようにすべき。

障害児支援について（続き）障害児支援について（続き）

引き続き検討する論点について引き続き検討する論点について

＜精神障害者等に対する支援について＞

・ 市町村の相談支援を担う職員の教育・研修の仕組み、「かかりつけ精神科医」と他科の「かかりつけ医」との連携、機能の役割、精神科医療機関の
精神保健福祉士等と地域生活支援拠点等との連携の強化など、医療、障害福祉・介護、住まい、就労等の社会参加、地域の助け合い、教育・普及啓
発が包括的に確保された「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」の構築に向けた検討を進めるべきである。

＜障害福祉サービス等の質の確保・向上について＞

・ 第三者による外部評価の導入、障害福祉サービス等報酬におけるプロセスやアウトカムの視点に基づく評価、情報公表制度の推進、データ基盤の
整備、実地指導・監査の強化を検討する必要がある。

＜制度の持続可能性の確保について＞

・ 都道府県が行う障害福祉サービス事業者等の指定について、市町村が意見を申し出ることを可能とするとともに、都道府県は事業の適正な運営を
確保するために必要と認める条件を付することができる仕組みの導入を検討する必要がある。

・ 障害特性に応じたICT活用やロボット導入により、業務効率化や職員の業務負担軽減をさらに推進する必要がある。

・ 処遇改善等の人材確保の取組を一層推進するとともに、質の高い人材の定着を図るための検討や、専門性や経験年数等に応じた評価の在り方を
検討していく必要がある。

＜居住地特例、高齢の障害者に対する支援等、障害者虐待の防止、地域生活支援事業、意思疎通支援、療育手帳の在り方について＞

・ 介護保険施設等を居住地特例の対象に追加する必要がある。

・ 一律に介護保険サービスが優先されるものではない等の介護保険優先原則の運用の考え方について、改めて周知徹底を図ることが必要である。

・ 入院中の重度訪問介護の利用によるコミュニケーション支援等の必要性を判断する基準などを検討する必要がある。

・ 障害者虐待防止法の事実確認及び立入調査を基幹相談支援センターに委託（立入調査は、市町村職員の身分を有する者に限る）可能なことを明確
化する必要がある。

・ 地域生活支援事業の在り方について、自治体における執行状況やニーズ等を踏まえて、個別給付の在り方の見直しとあわせて、財源を確保しつつ、
引き続き検討する必要がある。

・ 意思疎通支援について、地域格差を解消するために、ICT及び情報通信システムの利用促進に取り組むとともに、意思疎通支援従事者の確保等に
資する新たな取組を検討する必要がある。

・ 療育手帳の在り方について、国際的な知的障害の定義や自治体の判定業務の負荷等も踏まえた判定方法や認定基準の在り方、比較的軽度な知
的障害児者への支援施策の在り方、統一化による関連諸施策への影響、法令上の対応等も含め、幅広く調査研究を続けるべきである。

引き続き検討する論点について（続き）引き続き検討する論点について（続き）
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２ 令和４年度障害保健福祉関係予算案について 

 

 

令和４年度の障害保健福祉関係予算案については、障害保健福祉部全体とし

て２兆３,５３８億円を計上しており、対前年度１，１８７億円増、５.３％の

伸びとなっている。 

 障害保健福祉関係予算の大宗を占める障害福祉サービスや障害児支援に係

る給付のための経費については、１兆７,９６０億円を計上しており、対前年

度１，１７１億円増、７.０％の伸びとなっている。 

 引き続き、支援が必要な障害児・障害者に対して必要なサービスを確保する

とともに、適正なサービスの実施にご配慮いただくようお願いする。 
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（３）障害福祉サービス等提供体制の基盤整備（施設整備費） ４８億円 （４８億円）
地域移行の受け皿としてのグループホームや生活介護等を行う日中活動系事業所等の整備促進を図る。

（４）医療的ケア等を必要とする障害児等への支援の推進 １４億円（１１億円）
・ 医療的ケア児支援センターの設置を推進するとともに、医療的ケア児等への支援者の養成、家族への支援等を実施。
・ 発達障害者支援に関する地域支援体制の強化のため、困難事例への対応等を行う「発達障害者地域支援マネジャー」を配置
・ 聴覚障害児支援のための中核機能の整備を引き続き実施。

（５）障害者に対する就労支援の推進 ７．８億円（７．７億円）
重度障害者に対する就労支援について、雇用施策と連携して引き続き実施するとともに、働く障害者の生活面の支援ニーズ

に対応できるよう障害者就業・生活支援センターが就労定着支援事業所への助言等を行うことなどにより、地域の就労支援ネッ
トワーク強化を図る。

（６）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 ８．０億円（７．２億円）
精神障害者が地域の一員として安心して自分らしく暮らせるよう、都道府県等と精神科病院等との重層的な連携による支援

体制を構築するなど、地域包括ケアシステムの構築に資する取組を推進する。また、精神疾患の予防や早期介入を図る観点から、
メンタルヘルス・ファーストエイドの考え方を活用した「心のサポーター養成事業」を実施し、メンタルヘルスやうつ病、摂食
障害などの精神疾患に対する理解の促進及び地域や職場での支援を受けられる体制確保を推進する。

（医療的ケア児支援センターの開設の促進） 令和3年度補正予算額：0.7億円
都道府県に対して、医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律に基づく医療的ケア児支援センターを運営する上で必要な備品

購入等について補助を行うことにより開設を促進する。

（生産活動が停滞している就労系障害福祉サービス事業所への支援） 令和3年度補正予算額：6.5億円
新型コロナウイルス感染症の影響により生産活動が停滞している就労系障害福祉サービス事業所（就労継続支援A型・B型事業所）に対し、
新たな生産活動への転換や、販路開拓、生産活動に係る感染防止対策の強化等を通じて、事業所の生産活動が拡大するよう支援する。

（新型コロナウイルス感染症に対応した心のケア支援） 令和3年度補正予算額：0.5億円
新型コロナウイルス感染症の長期化に伴ううつ病等に対する精神保健上の支援（心のケア）を実施できるよう精神保健福祉センター等へ
の支援を行う。

（障害者支援施設等の耐災害性強化等） 令和3年度補正予算額：86億円
「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」に基づく障害者支援施設等に対する耐震化整備、非常用自家発電設備の設置、
浸水対策等について支援及び災害復旧を行う。

（７）障害児・障害者の自立・社会参加支援の推進 ３１億円（３２億円）
障害児・障害者の自立・社会参加支援を一層推進するため、地域における障害者の芸術文化活動への支援、読書環境の整備、

手話通訳者をはじめとする意思疎通支援従事者の確保やＩＣＴ機器の利用支援等による情報・意思疎通支援の充実、障害者自立
支援機器の開発支援や補装具装用訓練等を提供する機関の普及などの取組を推進する。

（８）アルコール・薬物・ギャンブル等の依存症対策の推進 ９．５億円（９．４億円）
依存症対策の全国拠点において、依存症対策に携わる人材養成や調査研究に取り組む。また、都道府県等において、依存症対

策の人材養成や医療・相談支援拠点を整備するとともに、地域の関係機関が参画する包括的な連携を推進し、早期発見・早期対
応につなげる。さらに自助グループ等の民間団体を支援する。

※ 令和3年度補正予算においては、上記事業の他、障害福祉分野のＩＣＴ・ロボット等導入支援等を実施。
また、点線内は、令和３年度補正予算の内容である。
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３ 障害者自立支援給付審査支払等システム事業（自治体分）の実施について 

 

 

令和５年度予定の障害福祉関係データベース稼働や、令和４年６月のデータ

標準レイアウト改版への対応等に伴い、都道府県及び市町村における関連シス

テムの改修にかかる経費については、自治体において令和４年度に執行できる

よう措置する予定である（国の財源は令和３年度補正予算）。 

  

令和４年度の対象事業としては、以下の事業を予定している。 

①   令和５年度予定の障害福祉関係データベース稼働に向けた事務システム

の改修（補助対象は都道府県及び市町村（特別区、広域連合及び一部事務

組合を含む。）。補助率は１／２。） 

②   令和４年６月のデータ標準レイアウト改版に伴う、療育手帳情報の副本

登録等に係る改修（補助対象は都道府県、指定都市及び児童相談所を置く

中核市。補助率は２／３。） 

 

今後のスケジュールについては、上記の②は「令和４年度障害者自立支援給

付審査支払等システム事業の所要額調について（療育手帳関係）」（令和４年１

月 26 日付事務連絡）において既に所要額調を実施したところであり、国の財

源について令和４年度への繰越が完了し次第、予算額の範囲内で内示を行う予

定である。 

上記の①は「令和４年度における事務システムの改修に係る必要な予算の確

保について（依頼）」（令和３年９月 30 日付事務連絡）の別紙１において「よ

り詳細な改修要件については、令和４年の３月頃にお知らせする予定」として

おり、これに係る事務連絡の発出後、②と同様の所要額調を令和４年３月中に

実施予定である。 
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施策名：障害者自立支援給付審査支払等システム改修事業

① 施策の目的

② 施策の概要

③ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

令和５年度予定の障害福祉関係データベース稼働に向け、地方自治体の事務システムにおける改修を速やかに実施する必要が
あるため。

障害福祉関係データベースシステム創設に当たり、地方自治体が保有している事務システムについて、必要な機能等を付加する
ための改修を行う。

【実施主体】
都道府県及び市区町村
【補助率】
国 １／２、地方 １／２

令和３年度補正予算：２２億円

参考

施策名：療育手帳情報のマイナポータル連携に向けたシステム改修事業

① 施策の目的

② 施策の概要

③ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

令和４年２月に開始される療育手帳情報のマイナポータル自己情報表示の利用に向け、マイナポータル利用者の利便性を向
上させる観点から、自治体におけるシステム改修等を速やかに実施する必要があるため。

療育手帳に関する情報について、身体障害者手帳・精神障害者保健福祉手帳と同様にマイナポータル連携が可能となるよう、
自治体におけるデータ標準レイアウトの改版に伴うシステム改修に係る経費を補助する。

【実施主体】都道府県、指定都市、児童相談所を置く中核市
【補助率】国 ２／３、地方 １／３

令和３年度補正予算：１．３億円
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４ 第７期障害福祉計画等について 

 

 

（１）第７期障害福祉計画等の作成に係る基本指針について 

 

都道府県や市町村は、国が定める基本的な指針（以下「基本指針」という。）

に即して障害福祉計画及び障害児福祉計画（以下「障害福祉計画等」という。）

を作成することとなっており、現在、令和３年度を初年度とする第６期障害福

祉計画等の期間中である。 

令和４年度は、国において第７期障害福祉計画等の作成に係る基本指針を定

める予定としている。 

都道府県、市町村においては、これまでの計画に盛り込んだ事項について、

定期的に調査、分析、評価を行い、障害福祉施策を総合的、計画的に行ってい

ただきたい。 

なお、次期計画に係る基本指針を定めるに当たり、都道府県、市町村に障害

福祉計画等に係る実施状況等（令和３年度分）について例年より早期に照会を

行う予定なので、ご承知おき願いたい。 

 

 

（２）令和３年地方分権改革に関する提案募集に対する対応について 

 

  令和３年地方分権改革に関する提案募集において、複数の地方公共団体から

障害（児）福祉計画の計画期間の延長に関する提案があったことを受け、「令

和３年の地方からの提案等に関する対応方針」（令和３年 12月 21日閣議決定）

のとおり、障害福祉サービス等報酬改定が同計画に与える影響を考慮しつつ延

長する方向で検討し、社会保障審議会での議論も踏まえ、令和４年中に結論を

得る予定としている。 
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障害福祉計画及び障害児福祉計画について

基本指針について
○ 基本指針は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援法）第87条第1項の規定に
基づき、障害福祉サービス等の提供体制及び自立支援給付等の円滑な実施を確保することを目的として、作成されるもの。
（平成18年６月26日告示）
○ また、平成28年6月に公布した改正児童福祉法第33条19第1項の規定に基づき、障害児通所支援等の提供体制及び障害児
通所支援等の円滑な実施を確保することを目的として、作成されるもの（平成29年３月31日告示）。
○ 障害福祉計画及び障害児福祉計画は、この基本指針に即して市町村・都道府県が作成
○ 第６期障害福祉計画及び第２期障害児福祉計画（令和３～５年度）を作成するための基本指針は令和２年５月19日に告示

第１期計画期間

18年度～20年度

第２期計画期間

21年度～23年度

第３期計画期間

24年度～26年度

第４期計画期間

27年度～29年度

第５期計画期間
第１期計画期間（児）

30年度～2年度

第６期計画期間
第２期計画期間（児）

3年度～5年度

平成23年度を目標と
して、地域の実情に応
じた数値目標及び障害
福祉サービスの見込量
を設定

第１期の実績を踏ま
え、第２期障害福祉計
画を作成

つなぎ法による障害
者自立支援法の改正等
を踏まえ、平成26年度
を目標として、第３期
障害福祉計画を作成

障害者総合支援法の
施行等を踏まえ、平成
29年度を目標として、
第４期障害福祉計画を
作成

障害者総合支援法の
３年後見直し等を踏ま
え、令和２年度を目標
として、第５期障害福
祉計画及び第１期障害
児福祉計画を作成

障害者総合支援法の
趣旨等を踏まえ、令和
５年度を目標として、
第６期障害福祉計画及
び第２期障害児福祉計
画を作成

厚生労働大臣

・・・３年に１回、基本指針の見直し

都道府県・市町村

・・・３年ごとに障害福祉計画等の作成
計
画

作
成

H27   H28   H29 H30   R元 R2 R3   R4 R5【計画策定に係る工程】

【これまでの計画期間等】

基
本
指
針

見
直
し

計
画

作
成

基
本
指
針

見
直
し

基
本
指
針

見
直
し

計
画

作
成

9



５ 障害福祉サービス等に係る給付費の審査支払事務の見直しについて 

 

（１） 給付費の審査支払事務の見直し 

「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律及び児

童福祉法の一部を改正する法律」（平成 28 年法律第 65 号）については、平

成 30 年４月から本格施行となった。給付費の審査支払事務については、よ

り効果的・効率的な審査の実施に向け、段階的に対応を進められた。 

なお、改正法成立後、国民健康保険中央会に設置された｢障害者総合支援

法等審査事務研究会｣において、給付費の審査支払事務の効果的･効率的な

実施に関して議論を行っており、今年度も障害者総合支援法等審査事務研

究会の報告書がとりまとめられる予定である。令和３年度においては、報告

書が下記の URL に掲載される予定であるので、 

各自治体におかれては、障害福祉サービス等に係る給付費の審査支払事

務の実施に当たり、参考とされたい。 

 

URL https://www.kokuho.or.jp/supporter/disability/news.html 

 

（２） 国民健康保険団体連合会における一次審査の拡充・強化 

国民健康保険団体連合会（以下、「国保連」という。）の一次審査において

「警告」とされていた項目について、「警告」から「エラー（返戻）」への移

行を平成 30 年度から令和３年度まで段階的に実施してきた。今後も移行が

可能な項目は周知期間を設けながら、適宜移行を実施する。 

令和４年度においては、市町村等が市町村等支援システムの画面から直

接、二次審査結果を登録可能とする機能等を追加予定である。 

市町村等においては、引き続き国保連から提供される一次審査結果資料

を基に、一次審査で「警告（重度）」及び「警告」となった項目について支

払とするか「返戻」とするか、適正な二次審査をお願いする。 

 

（３） 審査支払事務の円滑な実施 

障害福祉サービス等に係る給付費の一次審査は、事業所等が提出する請

求情報と、自治体が提出する台帳情報を突合することにより行われている

が、一次審査が適切に実施されるようにするため、都道府県等は事業所台帳

を、市町村等は受給者台帳を毎月１日から 10 日の間に確実に整備する必要

がある。効果的・効率的な審査支払事務を実施するため、引き続き期限内で

の確実な台帳整備をお願いする。市町村等支援システムは、国保連に登録さ

れている台帳情報が参照できるので、利活用いただきたい。また、審査支払

事務の見直しにより、「警告」から「エラー」への移行、審査内容の拡充、

障害福祉サービス事業所等の給付費請求時における点検機能強化等が行わ

れるため、都道府県等は、国保連と協力の上、請求処理が円滑に行われるよ

う、障害福祉サービス事業所等に対して周知されたい。 
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６ 障害福祉関係データベース(仮称）構築について 

 

現在、障害福祉分野のデータは、サービスの利用状況や障害支援区分の

認定情報など個々のデータが点在し、総合的な観点からの様々な分析が困

難となっているため、制度改正や計画改定等を行う際の有効的なデータの

利活用がなされていないという課題がある。 

こうした課題の解消に向け、障害支援区分認定データと障害福祉サービ

スの利用状況を紐づけて様々な分析を可能とする障害福祉関係データベー

スの構築を行うこととし、令和５年度からの本格運用に向けて、開発に着

手したところである。（別添「システムイメージ図」参照） 

令和４年度には、各市区町村及び各都道府県において、事務システムの

改修を行っていただくとともに、本格運用に向けて試行運用を実施するこ

とを考えているので、ご協力をお願いする。また、各市区町村において、

障害支援区分認定データの報告頻度が、年１回から月に１回に変更となる

ほか、各市区町村が保有する過去の障害支援区分認定データを改めて国に

ご提供いただく予定である。システム改修に必要となる詳細な仕様と本格

運用に向けたスケジュールは決まり次第お知らせするので、都道府県にお

かれてはご了知いただくとともに、管内市区町村への周知をお願いする。

（別添「スケジュール」参照） 
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【厚生労働省】【国保連合会】

障害福祉サービスデータベース
（仮称）

障害者電
子請求受
付システム

障害者総
合支援シス
テム

【事業所】

【市区町村】

簡易入力システム
取込送信システム

伝送
通信
ソフト

障害支援区分
認定データ

給付実績
明細書データ
（匿名化）

事務システム

【新規】【改修】

【改修】

（障害支援区分
判定等システム）

障害福祉サービスデータベースの構築について（イメージ）

受給者台帳
データ

第三者提供へ

【新規システム構築の範囲】
•匿名化された給付費明細書データと障害支
援区分認定データを連結したデータベースを
新規に構築する

•研究者等の第三者も利用可能の（第三者提
供の）枠組みを検討する

•将来を見据え障害福祉関係ＤＢと介護ＤＢ・
ＮＤＢとの連結を考慮した連結コードの採番
を要件定義段階で検討する

【国保連合会のシステム改修範囲】
•受給者台帳の登録項目を変更することに伴
い障害者総合支援システムのインタフェース
を改修する。また、未委託の自治体向けに
伝送通信ソフトを改修する

•障害支援区分認定データは国保連合会を経
由し、厚生労働省へ送付する

•既存の給付費明細書データ、受給者台帳
データについても併せて厚生労働省へ送付
する

【市区町村の事務システムの改修範囲】
•障害支援区分認定データについては、現段
階では受給者台帳データと同様に国保連合
会を経由して提出する運用を想定することと
する

•障害支援区分判定等システムの改修が必要
な場合には、厚生労働省により改修し市区
町村へ改修したソフトを配布する

：新規のデータフロー

：既存のデータフロー

障害支援区分
認定データ
（匿名化）

• 障害者総合支援法に基づく自立支援給付に係
る給付費の請求（給付費明細書等の送信）。

• 他の制度に基づく請求は含まれない。
※他制度とは調整済み

R3年度(2021) R4年度(2022) R5年度
4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6

構築スケジュール（案）
障害福祉DB及び判定ソフトの試行運用の開始時期については、令和5年2月を予定している。なお、スケジュールについては、法改正の時期及び障
害福祉DB構築業者による計画検討結果により、今後変更となる可能性がある。

障害支援区分
判定ソフト
(改修)

国保連合会
／中央会

試行運用 本格運用

市区町村 基本設計~総合テスト
(事務システム)

基本設計~総合テスト
（障害者総合支援給付審査支払等システム等）

計画・
要件確認
計画・
要件確認 基本設計基本設計 総合テスト総合テスト

要件定義
(仮)

要件定義
(仮)

試行運用試行運用

現行版
現行運用で利用する
判定ソフトのバージョン

事務システムの改修

修正＆リリース

本格運用

本格運用本格運用

計画・
要件確認
計画・
要件確認 基本設計基本設計 総合テスト総合テスト 試行運用試行運用 本格運用本格運用

詳細設計・開発
・結合テスト
詳細設計・開発
・結合テスト

詳細設計・開発
・結合テスト
詳細設計・開発
・結合テスト

▲
判定ソフト
(正式版)
配布

▲
改修要件仕様書

提示

▲
改修要件(確定版)

提示

障害福祉DB
(新規構築)

▲
判定ソフト(テスト版)配布
（時期未定）

▲
改修要件仕様書

提示

システム間
連携テスト

試行運用

試行運用ベ
ン
ダ
ー
試
験

D
B

と
の
連
携
試
験

R3現行改修対応版（改修時期未定） 新システム対応版新システム対応版

テスト内容及び時期については
今後調整要

★国保連合会IF
公開

★事務連絡
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７ 障害福祉分野における地方公共団体のシステムに関する標準化について 

 

 令和３年９月１日に施行された地方公共団体情報システムの標準化に関する法律

（令和３年法律第 40 号）に基づき、各地方公共団体が利用する障害者福祉システム

についても、標準化基準に適合するものでなければならないとされている。 

また、令和３年 12 月 24 日に閣議決定された「デジタル社会の実現に向けた重点計

画」において、国は、各自治体が令和７年度までにガバメントクラウド上に構築され

た標準準拠システムへ移行できるよう、環境を整備することとされており、現在、各

地方公共団体の事務システムの標準化が強力に推し進められている。  

障害者福祉システム標準化については、昨年８月に標準仕様書第１．０版を策定し

たところであるが、改版に向けて、昨年 12 月から本年２月にかけて全国意見照会を

実施したところである。現在、いただいたご意見を踏まえ、本年３月を目途に標準仕

様書第１．１版を取りまとめられるよう検討を重ねているところである。さらに、本

年夏に向けて、標準仕様書２．０版の検討を進めることとしている。引き続き関係者

のご意見を丁寧に伺いながら取り組んでいくので、ご協力をお願いする。 
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８ 難聴児の早期発見・早期療育推進のための基本方針について 

 

 

難聴児支援については、これまでも早期支援に向けた取組を文部科学省と連

携して実施してきているところ。 

今年度の取組としては、令和元年の「難聴児の早期支援に向けた保健・医療・

福祉・教育の連携プロジェクト」報告に基づき、都道府県において難聴児支援

に関する計画を作成いただく際に参照するための「難聴児の早期発見・早期療

育推進のための基本方針」の作成に向けた議論をしてきた。昨年３月に検討会

を立ち上げ、このたび、基本方針をとりまとめ、２月 25 日付けで各都道府県

等に対して通知を行ったところ。 

難聴児支援については地域によって受けられる療育の差があることなどが

検討会においても指摘されている。基本方針に沿って、地域の実情に応じた取

組を進めていただくことにより、難聴児支援のための中核的機能を有する体制

の確保を目指していきたいと考えている。 

各都道府県においては、基本方針を参照しながら、地域の実情に応じて難聴

児の早期発見・早期療育推進を総合的に推進する計画の作成をお願いしたい。

なお、計画の作成負担軽減のため、同計画は関連する障害児福祉計画等の中に

位置付けることも可能としているので、ご了知願いたい。 
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• 難聴は、早期発見・早期支援により、言語・コミュニケーション手段（音声、手話、文字による筆談等を含む。）の獲得につながること

から、新生児聴覚検査及び精密検査の実施が望まれる。

• 地方公共団体の保健、医療、福祉及び教育に関する部局や医療機関等の関係機関が連携し、難聴児の家族等を支援することが重要である。

• 難聴児支援においては、早期から不安を抱える家族等に対して支援を実施し、本人又はその家族等が意思決定できるよう関係者で寄り

添った支援をすることが重要である。

• 言語・コミュニケーション手段（音声、手話、文字による筆談等を含む。）の選択肢が保障・尊重されることが望ましい。

難聴児の早期発見・早期療育推進のための基本方針（概要）

基本的な考え方

各都道府県において、難聴児の早期発見・早期療育を総合的に推進するための計画に盛り込むことが考えられる事項は以下のとおり。

（１）基本的な取組
① 新生児聴覚検査の実施状況の把握と関係機関での共有等
・新生児聴覚検査に係る協議会を設置し、新生児聴覚検査の推進体制を整備する。

・新生児聴覚検査実施のための手引書等を作成し、検査の実施状況及び結果等を集約し、関係機関への情報共有等を行う。

・難聴と診断された子を持つ家族等への相談支援を実施する。

② 難聴児支援のための中核的機能を有する体制を確保
・都道府県における難聴児支援担当部局を明確にする。
・関係者の協議の場の提供等による難聴児支援のための中核的機能を有する体制を確保する。

・難聴児とその家族等に対する支援に関する課題を関係者で共有し、支援の充実を図る。

難聴児の早期発見・早期療育推進のための方策（主なもの）

• 厚生労働省及び文部科学省の両副大臣を議長とする「難聴児の早期支援に向けた保健・医療・福祉・教育の連携プロジェクト」の報告

書において、国は、各都道府県で地域の実情に応じて難聴児の早期発見・早期療育を総合的に推進するための計画の作成指針として、

「難聴児の早期発見・早期療育推進のための基本方針」を令和３年度中に作成することとされている。

• このため、令和２年度末に基本方針作成のための検討会を立ち上げ、有識者等からのヒアリング及び議論を行った。

（※）基本方針案についてはパブリックコメントも実施し、計326件（手話を撮影した動画による御意見20件を含む。）の御意見が寄せられた。

背景背景

難聴児の早期発見・早期療育推進のための基本方針（概要）

③ 特別支援学校のセンター的機能の強化
・聴覚特別支援学校等の教員の専門性向上に向けた取組を充実する。

・特別支援学校のセンター的機能の強化のため、聴覚特別支援学校の教員等の適切な配置や専門家の活用等を行う。

・地域における保健、医療、福祉の関係機関と連携した乳幼児教育相談などの取組を行う。

（２）地域の実情に応じた取組
① 新生児聴覚検査体制の整備
・里帰り出産等新生児聴覚検査の受検状況等の把握が難しい場合を含めたリファーとなった子を追跡する方法について検討を行う。

・受検率向上を目指し、市町村に対して、検査に係る費用について公費負担を行うことで受診者の経済的負担を軽減できるよう

働きかけ等行う。

② 地域における支援
・関係機関で日常的な連携や情報交換を行い、新生児聴覚検査から診断、治療、療育、教育に至るまでの流れ等を共有するための

協議会を設置する。

・難聴児及びその家族等のロールモデルやメンターとして、当事者・当事者支援団体を連携体制に含めるよう努める。

③ 家族等に対する支援
・難聴児の子育てに関する様々な情報を提供するため、地域の療育・教育機関等に関する情報を含む教材を作成・配布すること。

・家族等からの相談等に対応して、複数の療育方法の選択肢を提示し、家族等の精神面も含めた支援ができるよう、協議会の活用

等による関係機関と連携した支援体制等の整備を行う。

・難聴児の子育てに当たり、きょうだいを含めた家族同士や当事者同士が交流する機会を設ける。

④ 学校や障害児通所支援事業所等関係機関における取組
・免許法認定講習の充実など聴覚障害者に関する教育の領域を定めた免許状の保有率を高める取組を実施する。

⑤ 切れ目ない支援に向けた取組
・各年齢における健康診査等の際に、聞こえの確認等を行い、難聴が疑われる子の精密検査の受診が確実になされるようにする。

難聴児の早期発見・早期療育推進のための方策（主なもの）（続き）

※ これらの取組を、難聴児支援に関係する既存の法定計画に位置付けることも可能としており、例えば、本方針を障害児福祉計画に反映させた場合には、
令和６年度以降の計画に盛り込まれることが想定される。 15
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難聴児の早期発見・早期療育推進のための基本方針 

 

１．総則 

各地方公共団体における保健、医療、福祉及び教育部局並びに医療機関等の関係機関

の連携をより一層推進し、難聴児1本人及びその家族等への支援につなげるための方策に

ついて、厚生労働省及び文部科学省が連携し検討を進めるため、平成 31 年３月に両省の

副大臣を共同議長とする「難聴児の早期支援に向けた保健・医療・福祉・教育の連携プロ

ジェクト」を立ち上げた。同プロジェクト報告に基づき、各都道府県において地域の実情

に応じて難聴児の早期発見・早期療育を総合的に推進するための計画（以下単に「計画」

という。）を作成するに当たり、指針となるものとして、「難聴児の早期発見・早期療育推

進のための基本方針」（以下「本方針」という。）を作成する。 

なお、本方針を作成するに当たっては、有識者で構成する「難聴児の早期発見・早期療

育推進のための基本方針作成に関する検討会」を立ち上げ、難聴児支援に携わる関係者・

当事者からのヒアリング及び議論を行った。 

 

 (1) 目的、支援の必要性 

先天性難聴児は出生数 1000 人当たりに１～２人とされており、早期に発見し、適切な

支援を受けることにより、自立した生活を送るために必要な言語・コミュニケーション

手段（音声、手話、文字による筆談等を含む。以下同じ。）の獲得につなげることができ

る。支援が必要と判断された子に対する療育は、遅くとも生後６か月頃までに開始され

ることが望ましいとされており、そのためには生後１か月までの新生児聴覚検査及び３

か月までの精密検査の実施が望まれる2。加えて、その間、不安を抱える家族等の支援が

必要と考えられる。また、新生児聴覚検査で再検不要と判断された場合でも、新生児期以

降において徐々に発現する進行性難聴等に留意する必要がある。 

また、難聴児及びその家族等に対する支援については、発達段階に応じた療育を受け

ながら難聴児が本来持つ力も生かして、心身の健やかな成長や発達を保障することを目

的とし、地域差なく切れ目ない支援の実現に向け、保健、医療、福祉及び教育の多職種が

連携した取組を進めていくとともに、難聴児の将来を見据えて3支援することが重要であ

る。 

 

(2) 難聴児支援の基本的な考え方 

＜早期発見の重要性＞ 

  難聴は、早期に発見され適切な支援が行われた場合には、言語・コミュニケーシ

                                                   
1 ここでいう「難聴児」は、聴覚障害児を含め、聞こえにくい子ども・聞こえない子どもを指す。 
2 米国 EHDI（Early Hearing Detection and Intervention）ガイドライン 2000。生後１か月までの

新生児聴覚検査、３か月までの精密検査、６か月までの療育で、１－３－６ルールと言われる。 
3 世界保健機関（WHO）は令和３年３月に「World Report on Hearing」を発表し、難聴は、対応がなさ

れなかった場合、聴覚やコミュニケーションへ影響を与えるだけでなく、言語発達、認知機能、教

育、雇用、精神状態、対人関係等にも幅広く影響を与えうると指摘した。 

令和４年２月 25 日付 
都道府県宛通知発出 
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ョン手段の発達・獲得を円滑にし、難聴児の今後の社会生活をより豊かにすること

につながると考えられるため、早期に発見し、療育及び教育につなげることが重要

である。 

 

＜保健、医療、福祉及び教育の連携＞ 

 難聴児の早期発見・早期療育推進のためには、都道府県及び市区町村の保健、医

療、福祉及び教育に関する部局や医療、療育及び教育機関等の関係機関、医師会等

医療関係団体が連携し、専門職連携教育4から多職種連携5に向かうことが重要であ

る。地域における保健、医療、福祉及び教育各分野の専門職、行政機関及び当事者

団体等が顔の見える関係に基づくコミュニケーションを通じて、各々の役割を理解

し、協力する関係を構築するに当たっては、必要に応じて行政機関が関係者の調整

等を行うことが望ましい。関係者間での連携体制を構築するため、多面的な発達の

評価に基づきあらゆる言語・コミュニケーション手段の選択肢が保障され、また、

選択後の寛容性が担保されることが重要である。 

 

＜本人及び家族等を中心とした支援＞ 

 難聴児支援においては、本人とその家族等を中心とした早期支援が、言語・コミ

ュニケーション手段の獲得や家族等の不安軽減等につながる。最終的な意思決定

権は本人にあるが、本人が乳児である場合はその家族等が意思決定を行うことを

認識し、難聴に関する知識をもたない状態から、難聴児本人の多面的な発達等の評

価等の情報を正しく理解し、意思決定できるようになるまで、地域における保健、

医療、福祉及び教育各分野の専門職及び行政機関等の関係者等で本人及び家族等

に寄り添った支援を行うことが重要である。 

 

＜学校や障害児通所支援事業所等関係機関における取組の重要性＞ 

  難聴児とその家族等に寄り添った教育や支援の実現のため、障害特性の十分な理

解に基づく一人一人に応じたきめ細かな教育や支援が行われることが重要である。

したがって、難聴児の支援には関係者の専門性6が求められる。また、通常の学級

に在籍する軽中等度難聴児や人工内耳装用児をはじめとする難聴児には、特別支援

学校のセンター的機能の活用や難聴特別支援学級の専門的な知見を活用した支援、

通級による指導の活用及び難聴児への支援を行っている障害児通所支援事業所（難

                                                   
4 複数の領域の専門職に就く者が連携及びケアの質を改善するために、同じ場所で共に学び、お互いの

ことを学び合うこと。 
（引用：令和２年度障害者総合福祉推進事業「難聴児の言語発達（コミュニケーション）に資する療育に関する調査研究事業報告書」）  

5 複数の領域の専門職に就く者が各々の技術と役割をもとに共通の目標を目指す協働のこと。 
（引用：令和２年度障害者総合福祉推進事業「難聴児の言語発達（コミュニケーション）に資する療育に関する調査研究事業報告書」）  
6 ここでいう専門性とは、聴覚、視覚の感覚機能を最大限に活用して音声、手話、文字による筆談など

多様な方法で基礎的関係を築き、難聴児の認知、言語、心理等発達全般について支援し、家族と連携

しながら長期的な視点で難聴児本人の障害認識、自己実現、社会参加を促す知識及び技術のことを指

す。 
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聴児向け児童発達支援センター7その他難聴児が利用している事業所をいう。以下

同じ。）に勤務する専門性をもった職員（言語聴覚士等）の支援や協力が重要であ

る。 

 

＜切れ目ない支援の必要性＞ 

  難聴児は、難聴に伴う学習面や心理面への影響により、就学や就労等の段階で課

題に直面することがある。聞こえの程度にかかわらず、本人の持つ力を十分に発揮

するため、必要な支援が成長の各段階で提供されるよう、様々な関係者が協力しつ

つ、支援が途切れてしまうことのないよう配慮する必要がある。 

 

＜多様性と寛容性＞ 

 聞こえる、聞こえにくい、聞こえないにかかわらず、多様性を認め合う寛容性を

もった社会、聞こえる人も聞こえにくい人も聞こえない人も共に生きる共生社会

づくりが重要である。言語は思考の礎にもなる重要な要素であることを認識し、そ

れぞれの難聴児が本来持つ力を生かして習得できる言語は何かということに立ち

返り、言語・コミュニケーション手段の選択肢が限定されることなく、どの選択肢

も保障・尊重されることが望ましい。また、どのような選択をしても、難聴児の発

達に関する理解に基づく療育及び教育が受けられる環境を整えていくこと、本人

が成長した時に自身の言語・コミュニケーション手段を自ら選択し、決定するとい

う過程を保障することが重要である。 

  

 

２．難聴児の早期発見・早期療育推進のための方策 

検討会における議論を踏まえ、各地域の取組等を中心に、計画に盛り込むことが考え

られる事項を整理した。なお、これらの取組の実施に当たっては、本方針の１．(2)に掲

げる難聴児支援の基本的な考え方に則ることとする。 

 

(1) 基本的な取組  

○ 新生児聴覚検査に係る協議会の設置を行うとともに、研修会の実施、普及啓発等

により、都道府県における推進体制を整備すること。また、新生児聴覚検査実施の

ための手引き書等の作成、新生児聴覚検査の実施状況及び結果の集約等の調査を行

い、医療機関、市区町村及び医師会等医療関係団体への情報共有・助言等を実施す

ること。さらに、難聴と診断された子を持つ家族等への切れ目ない相談支援、産科

医療機関等の検査実施状況の把握や精度管理等の実施等に努めること。 

○ 難聴児支援を担当する部局を明確にし、関係者間で顔が見える協議の場を提供す

るなど、難聴児支援のための中核的機能を有する体制の確保を行うこと。新生児聴

                                                   
7 児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成二十四年厚生労

働省令第十五号）第六条第四項等に規定する「主として難聴児を通わせる指定児童発達支援事業所」

をいう。以下同じ。 
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覚検査の結果、リファー（要再検をいう。以下同じ。）となった子とその家族等に

対する精密検査機関の紹介や、支援に関する課題の共有により、関係者の共通認識

の形成や、支援の専門性の向上を含めた難聴児支援の充実を図ること。 

○ 聴覚特別支援学校等の教員の専門性向上に向けた取組を充実すること。また、聴

覚特別支援学校の教員や施設・設備を生かした地域における特別支援教育を推進す

る特別支援学校のセンター的機能の強化を図るため、教員等の適切な配置や専門家

の活用等を行うとともに、地域における保健、医療、福祉の関係機関と連携した乳

幼児教育相談などの取組を行うこと。 

 

(2) 地域の実情に応じた取組 

① 新生児聴覚検査体制の整備  

＜リファーと判定された子の追跡調査＞ 

○ 新生児聴覚検査でリファーとなった場合に概ね生後１週間以内に確認検査を実

施すること及び確認検査でもリファーとなった場合に遅くとも生後３か月頃まで

に精密検査を実施することについてのロードマップ等を整備すること。 

○ 新生児聴覚検査でリファーとなった子の検査結果の把握、精密検査機関の紹介を

含めた家族等に対する早期からの援助・相談対応、精密検査機関との連携体制の構

築等を行うこと。里帰り出産等新生児聴覚検査の受検状況等の把握が難しい場合を

含めたリファーとなった子を追跡する方法について検討を行うこと。把握・情報の

管理にあたっては市区町村や関係機関と連携することが望ましい。 

＜手引き書等の活用＞ 

○ 新生児聴覚検査でリファーとなった場合の対応を整理した手引き書等を作成し、

作成した手引き書等の普及や活用の検討を行うこと。手引き書等は地域の実情に合

わせて定期的な見直しを行い、関係機関で共有することが望ましい。 

＜受検率8の向上＞ 

○ 都道府県内の小規模の産科医療機関等を含め、全ての新生児が新生児聴覚検査を

受検できる体制の整備を目指し、市区町村が検査に係る費用について公費負担を行

い、受診者の経済的負担の軽減を図れるよう働きかけ等を行うこと。 

○ 市区町村が母子健康手帳の交付、妊産婦健康診査、出産前の両（母）親学級等の

機会を活用し、新生児聴覚検査についての普及啓発を行うことができるよう周知す

ること。 

＜精度管理＞ 

○ 新生児聴覚検査を実施している産科医療機関等に対し、定期的に検査の実施状況

の把握・確認や検査の精度管理を行うこと。 

                                                   
8 令和元年度「新生児聴覚検査の実施状況等について」（厚生労働省子ども家庭局母子保健課調べ） 
・受検の有無を把握している市区町村のうち、受検者数を集計している市区町村における出生児数に

対する受検者数の割合：90.8％ 
・公費負担を実施している市区町村：52.6％ 
・精密検査の結果を把握している市区町村：84.4％ 
・検査により把握した要支援児に対する療育が遅滞なく実施されるための指導援助を行っている市区

町村：80.7％ 
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＜検査体制の強化＞ 

〇 新生児聴覚検査でリファーとなった子が生じた場合、都道府県等でその情報を集

約し、家族の承諾が得られる範囲で精密検査機関及び市区町村と連携し、情報共有

を行うこと。 

○ 耳音響放射検査（OAE）は内耳機能を検査しているため、聴神経難聴スペクトラ

ム（auditory neuropathy spectrum disorder(ANSD)）ではパス（反応ありをいう。）

となるものの、聴神経機能は異常であるため、自動聴性脳幹反応検査（以下「自動

ABR」という。）ではリファーとなる。このため、初回検査及び確認検査は自動 ABR

で実施することが望ましいことに留意すること。 

○ 小規模の産科医療機関等でも検査ができるよう聴覚検査機器を所有していない

産科医療機関等に自動 ABR の機器購入の支援を検討すること。 

 

② 地域における支援 

＜協議会の設置＞ 

○ 保健、医療、福祉及び教育に関する行政機関の部局や医療機関等の関係機関の人

的資源及び現状を把握したうえで、当事者を含めて、関係機関で顔の見える関係を

構築すること。医療機関、療育機関及び教育機関等関係機関で日常的な連携や情報

交換を行い、新生児聴覚検査から診断、治療、療育、教育に至るまでの流れ、連携

による支援の必要性について認識を共有し、関係を円滑にしていくための協議会を

設置すること。 

＜多様な関係者の参画＞ 

○ 保健師等様々な施設に参画するコーディネーターや、特にロールモデルやメンタ

ーとしての当事者・当事者支援団体を連携体制に含めるよう努めること。また、重

複障害の難聴児も一定数いることから、複数の関係科の医師9や、聴覚分野や言語

発達に詳しい言語聴覚士、療育機関の関係者が連携体制に参画できるよう努めるこ

と。多様な関係者が参画する前述の協議会では、多様性に対する寛容性を有するよ

う配慮すること。 

○ 都道府県の聴覚障害者情報提供施設等や難聴児への支援を行っている障害児通

所支援事業所等が連携体制に参画し、相互に支援の専門性が共有されるよう努める

こと。 

○ その他、地域の実情に応じて、上記以外の民間の支援団体との連携、活用につい

て検討すること。 

 

③ 家族等に対する支援 

＜情報提供＞ 

○ 市区町村が母子健康手帳の交付、妊産婦健康診査、出産前の両（母）親学級等の

機会を活用し、新生児聴覚検査についての普及啓発を行うことができるよう周知す

ること（再掲）。 

                                                   
9 子の発達を多面的に評価するための小児科・小児神経科の医師、例えば複雑な発達の課題が見られる

場合には児童精神科等の医師が想定される。 
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○ 市区町村による手引き書等の作成、相談窓口の周知、難聴児の子育てに関する

様々な情報提供のため、難聴児の家族等の学びにつながる教材10を作成・配布する

こと。関連の情報にアクセスしやすいようホームページ等を活用すること。 

＜相談対応＞ 

○ 家族等からの相談等に対応して、多様性と寛容性の観点に留意しつつ、複数の療

育方法の選択肢を提示し、どの時期においても中立的な立場での相談対応や難聴児

の発達に関する知見をもって、家族等の精神面も含めた支援ができるよう、協議会

の活用等による関係機関と連携した支援体制等の整備を行うこと。 

＜交流の機会確保・周囲の理解促進＞ 

○ 難聴児の子育てに当たり、きょうだいを含めた家族同士や当事者同士が交流す

る機会を設けること。 

○ 難聴は周囲から気付かれにくい障害であると考えられることを踏まえ、軽中等

度難聴を含め、周囲の障害特性についての理解を促すこと。 

 

④ 学校や障害児通所支援事業所等関係機関における取組 

＜支援の専門性向上＞ 

○ 特別支援学校の教員や、特別支援学校に配置等される言語聴覚士等の専門家によ

る、専門的な立場からの難聴児の指導の実施や、本人や家族等の意向を踏まえつつ

必要な環境整備や支援等を行うこと。 

○ 聴覚特別支援学校等の聴覚障害教育の専門性向上のため、免許法認定講習の充実

など聴覚障害者に関する教育の領域を定めた免許状（以下「免許状」という。）の

保有率を高める取組の実施や独立行政法人国立特別支援教育総合研究所等におけ

る研修の受講促進を図るとともに、免許状を有し、専門性の高い教員等の配置・異

動の工夫や、人事交流等により、難聴児への切れ目ない支援が実現できるよう配慮

すること。 

○ 通常の学級に通う難聴児にも聴覚特別支援学校に通う難聴児に提供されるよう

な支援が提供されるよう、合理的配慮を含めた環境の整備、通級による指導を担当

する教員の聴覚障害教育の専門性向上のための取組やインクルーシブ教育システ

ムの理念を踏まえ小学校等での障害者及び特別支援教育の理解の促進に向けた取

組を行うこと。 

〇 難聴児向け児童発達支援センターが、難聴児支援の専門性を活用し、他の児童発

達支援事業所の専門性を向上するための研修等について、行政、医療等とも協働し

て地域で連携して取り組んでいけるよう配慮すること。 

 

⑤ 切れ目ない支援に向けた取組 

                                                   
10 記載する内容の例として、以下等が挙げられる。 
・新生児聴覚検査の意義、目的、精度の限界  ・情報提供機関等、家族等の相談先 
・子どもの言語・コミュニケーション手段の発達・獲得や、聞こえの状態や本人及び家族等の希望に

応じた多様な療育方法に関する情報 
・難聴の原因、治療（薬、補聴器、人工内耳等）、経過に関する情報  ・地域の療育・教育機関  
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＜軽中等度難聴児を含む切れ目ない支援＞ 

○ 新生児期以降において徐々に発現する進行性難聴や後天性の一側性難聴は、新生

児聴覚検査で再検不要と判断された場合でも、市区町村における１歳６か月児健康

診査、３歳児健康診査及び就学前後の健康診断の際に、聞こえの確認等を行い、難

聴が疑われる子については精密検査の受診が確実になされるよう市区町村や学校

へ助言すること。あわせて、地域の健康診査・健康診断に関わる者に資質向上に係

る必要な情報提供等を行うよう検討すること。 

○ 新生児聴覚検査でリファーとなった子と家族等が、各地域において難聴の相談対

応を行っている機関で適切な指導援助・支援を受けられるよう、各地域において子

育ての相談対応を行っている機関との連携について検討を行うこと。なお、子育て

の相談対応を行っている機関としては、子育て世代包括支援センター等が想定さ

れ、難聴の相談対応を行っている機関としては、障害児通所支援事業所、聴覚特別

支援学校、小学校等の難聴特別支援学級等が想定されるところ、地域資源を踏まえ

て適切な機関と連携が図られるよう留意すること。 

○ 聴覚特別支援学校等の乳幼児教育相談の支援を都道府県内のどの地域でも受け

られるよう、公共施設等を利用するなど、地域における保健、医療、福祉の関係機

関と連携して人的・物理的環境を整備し、都道府県内全域の支援の実現を目指した

取組を検討すること。 

＜就学に当たっての意向の尊重＞ 

○ 難聴児の就学先の決定に当たっては、特別支援学校及び難聴特別支援学級等も

含め、「保護者の意見については、可能な限りその意向を尊重しなければならな

い」とされている通知11の趣旨を十分に踏まえ行うこと。  

 

 

３．計画の作成に関する事項 

計画の作成に当たっては、以下に掲げる事項に配慮する必要がある。 

 

(1) 計画の位置付け 

○ 計画の作成に当たっては、独立した計画を作成するほか、障害児福祉計画をはじ

め、関係する他の都道府県計画の中に位置付けることも考えられる。 

 

(2) 計画の期間 

○ 計画の期間は、(1)の計画の位置付けに準じ、各都道府県で定めること。  

 

(3) 障害者等の参加 

                                                   
11 平成 25 年 10 月４日の「障害のある児童生徒等に対する早期からの一貫した支援について」（25 文

科初第 756 号）の通知における「障害のある児童生徒等の就学先の決定に当たっての基本的な考え

方」を参照。 
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○ 計画の作成に当たっては、当事者及び関係者等の意見を反映させるために必要な

措置を講ずるよう努めること。  

 

(4) 他の計画等との関係 

○ 計画は、児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）第三十三条の二十二第一

項に規定する都道府県障害児福祉計画、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律（平成十七年法律第百二十三号）第八十九条第一項に規定する

都道府県障害福祉計画、障害者基本法（昭和四十五年法律第八十四号）第十一条第

二項に規定する都道府県障害者計画、教育基本法（昭和二十二年法律第二十五号）

第十七条第二項により都道府県が定める教育の振興のための施策に関する基本的

な計画、社会福祉法（昭和二十六年法律第四十五号）第百八条に規定する都道府県

地域福祉支援計画、医療法（昭和二十三年法律第二百五号）第三十条の四第一項に

規定する医療計画、子ども・子育て支援法（平成二十四年法律第六十五号）第六十

二条第一項に規定する都道府県子ども・子育て支援事業支援計画その他都道府県に

おいて作成する計画等であって難聴児の支援に関する事項を定めるものと調和が

保たれたものとし、かつ成育過程にある者及びその保護者並びに妊産婦に対し必要

な成育医療等を切れ目なく提供するための施策の総合的な推進に関する法律（平成

三十年法律第百四号）第十一条に規定する成育医療等の提供に関する施策の総合的

な推進に関する基本的な方針に則したものとすることが必要である。 

 

（以上） 
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難聴児の早期発見・早期療育推進のための基本方針作成に関する検討会 

開催要綱 

１． 趣旨 

 令和元年６月にとりまとめられた「難聴児の早期支援に向けた保健・医療・福祉・教育

の連携プロジェクト報告」においては、難聴児の早期発見・早期療育の促進のためには、

難聴児及びその家族に対して、都道府県及び市区町村の保健、医療、福祉及び教育に関す

る部局や医療機関等の関係機関が連携して、支援を行う必要性が指摘されている。 

これを踏まえ、国において、新生児聴覚検査に係る取組の推進、早期療育の促進のため

の保健、医療、福祉及び教育の連携の促進、難聴児の保護者への適切な情報提供の促進等

を内容とする基本方針（以下「基本方針」という。）を、都道府県における難聴児早期発

見・早期療育推進プラン（仮）の作成の指針として作成するため、「難聴児の早期発見・

早期療育推進のための基本方針作成に関する検討会」（以下「検討会」という。）を開催す

る。 

 

２． 検討事項 

（１）基本方針の作成に関する事項 

（２）その他  

 

３． 構成等 

（１）検討会は、文部科学省初等中等教育局長の協力を得て、厚生労働省社会・援護局障

害保健福祉部長が開催する。 

（２）構成員は、別紙のとおりとする。 

（３）検討会に座長及び座長代理を置く。 

（４）座長は、構成員の互選により選出し、座長代理は、構成員の中から座長が指名す

る。 

（５）検討にあたり、必要に応じて関係者に対し意見聴取等の協力を求めることができ

る。 

（６）その他検討会の運営に関し必要な事項は、座長が定める。 

 

４． その他 

（１）この検討会に関する庶務は、厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課におい

て行う。 

（２）検討会の議事、資料及び議事録は原則として公開とする。内容により非公開にする

必要があると座長が認めた場合には、非公開である旨及びその理由を明示するとと

もに、座長が認める範囲において議事要旨を公開する。   
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（～令和３年３月 31日） 

難聴児の早期発見・早期療育推進のための基本方針作成に関する検討会 

構成員名簿 

 

秋田県教育庁特別支援教育課長                       新井 敏彦 

 

神田 E･N･T 院長、長崎大学医学部耳鼻咽喉科臨床教授   神田 幸彦 

 

国立研究開発法人国立成育医療研究センター副院長    小枝 達也  

 

東京大学大学院総合文化研究科教授           酒井 邦嘉 

 

国際医療福祉大学大学院教授                           城間 将江 

 

昭和大学医学部産婦人科学講座教授                     関沢 明彦 

 

静岡県健康福祉部こども未来局こども家庭課長     髙橋 真一朗 

 

金沢大学人間社会研究域学校教育系教授                 武居 渡 

 

全国盲ろう難聴児施設協議会副会長                     問田 直美 

 

◎ 九州大学大学院医学研究院耳鼻咽喉科学分野教授      中川 尚志 

 

島根県立松江ろう学校長                               福島 朗博 

 

○ 医療法人さくら会早島クリニック 耳鼻咽喉科皮膚科院長 福島 邦博 

 

 奈良県立医科大学理事長・学長             細井 裕司 

 

埼玉県福祉部障害者福祉推進課長               村瀬 泰彦 

 

公益社団法人日本医師会常任理事                       渡辺 弘司 

  

◎座長 〇座長代理                      （五十音順・敬称略） 

 

別紙 
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（令和３年４月１日～） 

難聴児の早期発見・早期療育推進のための基本方針作成に関する検討会 

構成員名簿 

 

前秋田県教育庁特別支援教育課長                     新井 敏彦 

 

静岡県健康福祉部こども未来局こども家庭課長       河本 大輔 

 

神田 E･N･T 院長、長崎大学医学部耳鼻咽喉科臨床教授   神田 幸彦 

 

国立研究開発法人国立成育医療研究センター副院長    小枝 達也  

 

東京大学大学院総合文化研究科教授           酒井 邦嘉 

 

国際医療福祉大学大学院教授                           城間 将江 

 

埼玉県福祉部障害者福祉推進課長               鈴木 康之 

 

昭和大学医学部産婦人科学講座教授                     関沢 明彦 

 

金沢大学人間社会研究域学校教育系教授                 武居 渡 

 

全国盲ろう難聴児施設協議会副会長                     問田 直美 

 

◎ 九州大学大学院医学研究院耳鼻咽喉科学分野教授      中川 尚志 

 

島根県立松江ろう学校長                               福島 朗博 

 

○ 医療法人さくら会早島クリニック 耳鼻咽喉科皮膚科院長 福島 邦博 

 

 奈良県立医科大学理事長・学長             細井 裕司 

 

公益社団法人日本医師会常任理事                       渡辺 弘司 

  

◎座長 〇座長代理                      （五十音順・敬称略） 

 

26



12 
 

難聴児の早期発見・早期療育推進のための基本方針作成に関する検討会開催経過 

 

第１回 

・日時：令和３年３月 26 日（金）15:00～17:00 

・議題：（１）検討会の開催について 

（２）難聴児早期支援の取組について 

（３）有識者等からのヒアリング 

 国立大学法人筑波技術大学 名誉教授 大沼 直紀 氏 

 学校法人 明晴学園理事 玉田 さとみ 氏 

 医療法人さくら会早島クリニック 耳鼻咽喉科皮膚科院長 福島 邦博 氏 

（４）その他 

          

第２回 

・日時：令和３年５月 28 日（金）10:00～12:00 

・議題：（１）当事者・有識者等からのヒアリング 

一般財団法人全日本ろうあ連盟副理事長 石橋 大吾 氏 

全国難聴児を持つ親の会 副会長 小森谷 晴代 氏 

一般社団法人 人工内耳友の会 ACITA 村田 陸 氏 

声援隊 代表 シュタイガー知茶子 氏 

児童発達支援センター ライシャワ・クレーマ学園園長 佐々木 勝 氏 

学校法人 日本聾話学校教頭 瀬底 正嗣 氏 

奈良県立医科大学理事長・学長 細井 裕司 氏 

独立行政法人国立病院機構 東京医療センター耳鼻咽喉科 南 修司郞 氏 

   （２）その他 

 

第３回 

・日時：令和３年６月 24 日（木）13:00～15:00 

・議題：（１）難聴児の言語発達に資する療育に関する調査研究（令和２年度障害者総合福 

祉推進事業）について 

（２）有識者等からのヒアリング 

神田 E･N･T 院長、長崎大学医学部耳鼻咽喉科臨床教授 神田 幸彦 氏 

島根県立松江ろう学校長  福島 朗博 氏 

九州大学大学院医学研究院耳鼻咽喉科学分野教授 中川 尚志 氏 

（３）難聴児の早期発見・早期療育推進のための基本方針案について 

（４）その他 

 

第４回 

・日時：令和３年７月 28 日（水）17:00～19:00 

・議題：（１）難聴児の早期発見・早期療育推進のための基本方針（素案）について 

    （２）その他 
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第５回 

・日時：令和４年１月 28 日（金）14：00～16：00 

・議題：（１）難聴児の早期発見・早期療育推進のための基本方針（案）について 

    （２）その他 
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９ 生活のしづらさなどに関する調査（全国在宅障害児・者等実態調査）につ

いて 

 

障害保健福祉部では、全国の在宅障害児・者の生活の実態と支援ニーズを把

握し、障害保健福祉行政の企画・推進するための基礎資料を得ることを目的と

して、概ね５年毎に全国調査を実施している。 

本調査は、各自治体の協力の下で、調査員が調査区内の一定の世帯を訪問し、

調査趣旨等を説明の上、調査対象者（障害者手帳所持者、難病等と診断された

ことがある者、その他生活のしづらさがある者）の有無を確認し、対象者がい

る場合は調査票を手渡し、後日回答の上、郵送にて返送していただく方法で実

施している。 

前回平成２８年の調査から５年目に当たる令和３年に本調査を実施する予

定であったが、新型コロナウイルス感染症の流行を受け、令和４年度へ延期す

ることとなった。 

  本調査は、これまで１２月１日時点での調査を実施しており、令和４年の調

査においても、新型コロナウイルス感染症の流行状況を注視しつつ、同時点で

の調査を実施する方向で検討している。回収された調査票は、厚生労働省が集

計し、令和６年度に調査結果を公表する予定である。 

  調査地区、調査票、具体的なスケジュール等については、令和４年夏頃、都

道府県、政令市及び中核市へ周知するとともに、自治体担当者向け説明会をオ

ンラインで実施する予定である。 

  今後の具体的なスケジュール等については詳細が決まり次第、お知らせする

ので調査の実施にご協力をお願いしたい。   

 

【参考】 

・調査地区数 

  平成２３年 約４，５００地区 

  平成２８年 約２，４００地区 

  令和 ４年   ５，３６３地区（予定） 

 

 ・調査方法 

 

 
都 道 府 県  

 
市 区 町 村  

 
  

 
 
 

 
 

 
 

 

 

 

厚 生 労 働 省  

 
 

   
調 査 員  

 
被 調 査 世 帯  

 
 
 

 
 

 
 

 
  

 
  

  
指 定 都 市  
中  核  市  

  
  

  

29



１０ 療育手帳情報に関するマイナンバー情報連携について 

 

 

令和２年 12 月 25 日付けで閣議決定された「デジタル・ガバメント実行計画」

に基づき、令和４年６月から自治体間の療育手帳情報に関するマイナンバー情

報連携を開始することとしている。 

各自治体においては、遅滞なく令和４年度中に情報連携等が実施できるよう、

引き続きシステム改修等に努めていただくようお願いする。 

 また、国民向けサービスのマイナポータル API 連携については、令和４年２

月１４日から運用が開始されている。各自治体においては、順次、副本登録を

お願いしたい。 

マイナポータルは障害者の利便性を向上することが期待されているもので

あり、各自治体はそれぞれの運用開始にあたり、障害のある住民等に向けた広

報も合わせてお願いしたい。 
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１１ 特別児童扶養手当等について 

 

（１）特別児童扶養手当、障害児福祉手当及び特別障害者手当の障害認定基準の

改正について 

   特別児童扶養手当、障害児福祉手当及び特別障害者手当の支給要件である

障害の程度については、国民年金法（昭和 34 年法律第 141 号）等の障害等

級の基準に準じて、特別児童扶養手当等の支給に関する法律施行令（昭和

50 年政令第 207 号）別表第一から第三までに定めている。 

今般、国民年金法施行令等の一部を改正する政令（令和３年政令第 303 号）

により、国民年金法等の障害等級の基準のうち、視覚障害に係る障害の状態

の基準について所要の改正が行われたことを踏まえ、「特別児童扶養手当等

の認定（眼の障害）に関する専門家会合」における視覚障害に係る障害の状

態に係る議論等に基づき、特別児童扶養手当等の支給に関する法律施行令別

表第一から第三までに定める視覚障害に係る障害の状態の基準等について、

必要な見直しを行い、児童扶養手当法施行令及び特別児童扶養手当等の支給

に関する法律施行令の一部を改正する政令（令和３年政令第 348 号）が公布

され、併せて、「特別児童扶養手当等の支給に関する法律施行令別表第３に

おける障害の認定について」の一部改正について（令和３年 12 月 24 日付障

発 1224 第２号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）及び「障害

児福祉手当及び特別障害者手当の障害程度認定基準について」の一部改正に

ついて（令和３年 12 月 24 日付障発 1224 第３号厚生労働省社会・援護局障

害保健福祉部長通知）を発出し、令和４年４月１日から施行することとした

ところである。各都道府県におかれてはご了知いただくとともに、管内市区

町村及び関係機関に周知いただき、円滑な実施に向けてご協力をお願いした

い。 

 

（２）手当月額について 

令和４年度における特別児童扶養手当、障害児福祉手当、特別障害者手

当及び経過的福祉手当の手当月額については、令和３年の物価変動率（▲

0.2％）に基づき引下げとなる。 

ついては、各都道府県・指定都市におかれては、管内の市区町村及び関

係機関に対し周知徹底をお願いするとともに、受給者に対する周知につい

ても特段の配慮をお願いしたい。 

 

令和４年度の手当額（月額）について 

 令和３年度 

（月額） 

令和４年度 

（月額） 

特別児童扶養手当１級 

〃   ２級 

52,500 円 

34,970 円 

52,400 円 

34,900 円 
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障害児福祉手当 14,880 円 14,850 円 

特別障害者手当 27,350 円 27,300 円 

経過的福祉手当 14,880 円 14,850 円 

 

（３）所得制限限度額について 

特別児童扶養手当、障害児福祉手当、特別障害者手当及び経過的福祉手

当の所得制限限度額については、令和４年度においても据え置く予定であ

る。 

 

（４）特別児童扶養手当事務取扱交付金について 

   特別児童扶養手当事務取扱交付金の算定基礎となる受給者一人当たりの

基準額について、令和３年度においては改定を行わない予定である。 

ついては、令和３年度の事業実績報告については、現行の単価に基づき

行っていただくようお願いする。 

また、令和４年度分の事務取扱交付金の交付申請に当たり使用する基準

額については調整中であり、決定次第お知らせする。 

令和３年度分基準額（令和２年度と同額） 

・都道府県分 1,904 円 

・指定都市分 3,756 円 

・市町村分  1,852 円 

 

（５）特別児童扶養手当の適正な事務処理について  

特別児童扶養手当の支給に当たっては、令和３年９月 29 日付事務連絡「特

別児童扶養手当の支払に係る事務処理について」において、支払事務に係る

手続についてメールで提出する際の留意点等を周知しているが、当該留意点

が守られていない自治体が見受けられる。 

ついては、各都道府県・指定都市においては、当該事務連絡を再度確認い 

ただき、記載内容について留意いただくとともに、定時払い、随時払いのデ 

ータ提出期限を厳守していただくよう改めてお願いする。 

 

（６）令和４年度４月定時払いに係る留意事項について 

例年、４月定時払いについては、事務処理の実施時期が都道府県・指定都

市の職員の異動時期と重なること等から、他の支払時期と比べて、支払デー

タの修正が遅延する等の事態が発生しやすくなっている。このような事態は

支払いの誤りにつながるおそれがある。 

このため、各都道府県・指定都市におかれては、令和４年度４月定時払い 

について、令和４年１月 27 日付事務連絡「令和４年度特別児童扶養手当支 

払データの提出期限等について」においてお示している留意事項を踏まえ、 

事務処理に遺漏の無いようお願いする。【提出期限について、資料１参照】 
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（７）特別障害者手当制度の広報の充実について 

特別障害者手当制度の広報については、多くの自治体において広報誌や

ホームページ等への掲載により実施されているところであるが、更なる広

報の充実を求める意見を頂いているところである。 

障害者やその保護者は、障害福祉だけでなく、他の制度を利用すること

もあることから、広報の取組として、広報誌やホームページでの周知に限

らず、各自治体の組織内での連携や関係機関・団体との連携による周知も

有効と考えられるものである。 

例えば、自治体の介護保険に関する窓口などで特別障害者手当制度につ

いて紹介し、説明の求めがあれば特別障害者手当の担当部門に案内して頂

く等の取組が考えられるものである。 

ついては、本制度の対象となる方に広く周知されることが重要であるの

で、広報の充実のための取組をより一層推進していただくとともに、この

ことについて管内の各実施機関に周知いただくようお願いする。 

 

（８）特別児童扶養手当（精神の障害）の認定事務について 

  特別児童扶養手当の精神の障害に係る認定については、認定基準を明確に

できないかなどの意見があるところである。  

   現在、厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業）「特別児童

扶養手当（精神の障害）の認定事務の適正化に向けた調査研究」（令和２年

度～令和３年度）において、認定の地域差に係る実態調査と診断書様式の改

定案についての調査研究を実施しているところである。 

また、令和４年度から「特別児童扶養手当（精神の障害）に係る等級判定

ガイドライン案の作成のための調査研究」を新規に行う予定としている。こ

れらの調査研究の成果などを踏まえて、適切な認定事務の確保方策の検討を

含めて必要な対応をしたいと考えているが、現在の特別児童扶養手当の精神

の障害に係る障害の程度及び認定要領等は、次頁からの記載のとおりであり、

各自治体におかれては、これらを改めて確認のうえ適切に認定事務を行うよ

うお願いする。 

なお、上記「特別児童扶養手当（精神の障害）の認定事務の適正化に向け

た調査研究」（※）で行った認定の地域差に係る実態調査では、次のことが

報告されているところである。 

（※）https://mhlw-grants.niph.go.jp/project/148085 

  ①申請される児童の IQ/DQ が低いために認定率が高くなっていると考えら

れる自治体がある一方で、認定率が高いが故に IQ/DQ が高い児童に対して

も申請が行われていると考えられる自治体もある。 

  ②認定率 80%超の自治体と 80%以下の自治体との比較で、２級判定となる対

象児童の IQ/DQ 値や要注意度の分布は、２群での差が明らかであり、認定

される目安となる児童の重症度の基準が自治体によって異なっている。 

   

33



 

特別児童扶養手当等の支給に関する法律施行令別表第３ 

１級 精神の障害であって、前各号と同程度以上と認められる程度のもの 

２級 精神の障害であって、前各号と同程度以上と認められる程度のもの 

（参考）前各号は以下のとおり（現行基準） 

 １級 １ 両眼の視力の和が 0.04 以下のもの 

２ 両耳の聴力レベルが 100 デシベル以上のもの 

３ 両上肢の機能に著しい障害を有するもの 

４ 両上肢のすべての指を欠くもの 

５ 両上肢のすべての指の機能に著しい障害を有するもの 

６ 両下肢の機能に著しい障害を有するもの 

７ 両下肢を足関節以上で欠くもの 

８ 体幹の機能に座つていることができない程度又は立ち上がること 

ができない程度の障害を有するもの 

９ 前各号に掲げるもののほか、身体の機能の障害又は長期にわたる安

静を必要とする病状が前各号と同程度以上と認められる状態であつ

て、日常生活の用を弁ずることを不能ならしめる程度のもの 

 

２級 １ 両眼の視力の和が 0.08 以下のもの 

２ 両耳の聴力レベルが 90 デシベル以上のもの 

３ 平衡機能に著しい障害を有するもの 

４ そしやくの機能を欠くもの 

５ 音声又は言語機能に著しい障害を有するもの 

６ 両上肢のおや指及びひとさし指又は中指を欠くもの 

７ 両上肢のおや指及びひとさし指又は中指の機能に著しい障害を有 

するもの 

８ 一上肢の機能に著しい障害を有するもの 

９ 一上肢のすべての指を欠くもの 

１０ 一上肢のすべての指の機能に著しい障害を有するもの 

１１ 両下肢のすべての指を欠くもの 

１２ 一下肢の機能に著しい障害を有するもの 

１３ 一下肢を足関節以上で欠くもの 

１４ 体幹の機能に歩くことができない程度の障害を有するもの 

１５ 前各号に掲げるもののほか、身体の機能の障害又は長期にわたる

安静を必要とする病状が前各号と同程度以上と認められる状態で

あつて、日常生活が著しい制限を受けるか、又は日常生活に著し

い制限を加えることを必要とする程度のもの 
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特別児童扶養手当等の支給に関する法律施行令別表第３における障害の認定

要領 ２-（３） 

 内科的疾患に基づく身体の障害及び精神の障害の程度の判定にあたって

は、現在の状態、医学的な原因及び経過、予後等並びに日常生活の用を弁ず

ることを不能ならしめる程度等を十分勘案し、総合的に認定を行うこと。 

ア １級 

   令別表第３に定める「日常生活の用を弁ずることを不能ならしめる程

度」とは、精神上若しくは身体上の能力が欠けているか又は未発達である

ため、日常生活において常に他人の介助、保護を受けなければほとんど自

己の用を弁ずることができない程度のものをいうものであること。  

    例えば、身のまわりのことはかろうじてできるが、それ以上の活動はで

きないもの又は行ってはいけないもの、すなわち、病院内の生活でいえば、

活動の範囲がおおむねベッド周辺に限られるものであり、家庭内の生活で

いえば、活動の範囲が就床病室内に限られるものであること。    

イ ２級 

  令別表第３に定める「日常生活が著しい制限を受けるか又は日常生活に

著しい制限を加えることを必要とする程度」とは、他人の助けをかりる必

要はないが、日常生活は極めて困難であるものをいうものであること。 

   例えば、家庭内の極めて温和な活動はできるが、それ以上の活動はでき

ないもの又は行ってはいけないもの、すなわち、病院内の生活でいえば、

活動の範囲がおおむね病棟内に限られるものであり、家庭内の生活でいえ

ば、活動の範囲がおおむね家屋内に限られるものであること。 

   

（上記認定要領の別添１） 

特別児童扶養手当 障害程度認定基準 第７節 精神の障害  

１ 認定基準 

精神の障害の程度は、その原因、諸症状、治療及びその病状の経過、具体

的な日常生活状況等により、総合的に認定するものとし、日常生活の用を弁

ずることを不能ならしめる程度のものを１級に、日常生活が著しい制限を受

けるか又は日常生活に著しい制限を加えることを必要とする程度のものを

２級に該当するものと認定する。 

 精神の障害は、多種であり、かつ、その症状は同一原因であっても多様で

ある。 

したがって、認定に当たっては具体的な日常生活状況等の生活上の困難を

判断するとともに、その原因及び経過を考慮する。 

２ 認定要領                                                                     

 精神の障害は、「統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害」、「気分

（感情）障害」、「症状性を含む器質性精神障害」、「てんかん」、「知的障害」、

「発達障害」に区分する。 

35



症状性を含む器質性精神障害、てんかんであって、妄想、幻覚等のあるも

のについては、「Ａ 統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害並びに

気分（感情）障害」に準じて取り扱う。 

Ａ 統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害並びに気分（感情）障害 

(1) 各等級に相当すると認められるものを一部例示すると次のとおりで                          

ある。 

障害の程度 障 害 の 状 態 

１ 級 １ 統合失調症によるものにあっては、高度の残遺状

態又は高度の病状があるため高度の人格変化、思考

障害、その他妄想・幻覚等の異常体験が著明なため、

常時の援助が必要なもの      

２ 気分（感情）障害によるものにあっては、高度の

気分、意欲・行動の障害及び高度の思考障害の病相

期があり、かつ、これが持続したり、ひんぱんに繰

り返したりするため、常時の援助が必要なもの 

２ 級 １ 統合失調症によるものにあっては、残遺状態又は

病状があるため人格変化、思考障害、その他妄想・

幻覚等の異常体験があるため、日常生活が著しい制

限を受けるもの           

２ 気分（感情）障害によるものにあっては、気分、

意欲・行動の障害及び思考障害の病相期があり、か

つ、これが持続したり又はひんぱんに繰り返したり

するため、日常生活が著しい制限を受けるもの 

(2)  統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害並びに気分（感情）

障害の認定に当たっては、次の点を考慮のうえ慎重に行う。                                 

   ア 統合失調症は、予後不良の場合もあり、施行令別表第三に定める障

害の状態に該当すると認められるものが多い。しかし、罹病後数年な

いし十数年の経過中に症状の好転を見ることもあり、また、その反面

急激に増悪し、その状態を持続することもある。したがって、統合失

調症として認定を行うものに対しては、発病時からの療養及び症状の

経過を十分考慮する。                                

イ 気分（感情）障害は、本来、症状の著明な時期と症状の消失する時

期を繰り返すものである。したがって、現症のみによって認定するこ

とは不十分であり、症状の経過及びそれによる日常生活活動等の状態

を十分考慮する。 

また、統合失調症等とその他認定の対象となる精神疾患が併存して

いるときは、併合認定の取扱いは行わず、諸症状を総合的に判断して

認定する。 

(3)  日常生活能力等の判定に当たっては、身体的機能及び精神的機能を
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考慮の上、社会的な適応性の程度によって判断するよう努める。    

(4) 人格障害は、原則として認定の対象とならない。 

(5) 神経症にあっては、その症状が長期間持続し、一見重症なものであ

っても、障害の状態とは評価しない。（その臨床症状から判断して精神

病の病態を示しているものについては、統合失調症又は気分（感情）障

害に準じて取り扱う。） 

     なお、認定に当たっては、精神病の病態がＩＣＤ－１０による病態区

分のどの区分に属す病態であるかを考慮し判断すること。 

 

Ｂ 症状性を含む器質性精神障害                                                 

   (1) 症状性を含む器質性精神障害（高次脳機能障害を含む。）とは、先

天異常、頭部外傷、変性疾患、新生物、中枢神経等の器質障害を原因

として生じる精神障害に、膠原病や内分泌疾患を含む全身疾患による

中枢神経障害等を原因として生じる症状性の精神障害を含むもので

ある。                                                     

        なお、アルコール、薬物等の精神作用物質の使用による精神及び行

動の障害（以下「精神作用物質使用による精神障害」という。）につ

いてもこの項に含める。    

        また、症状性を含む器質性精神障害とその他認定の対象となる精神

疾患が併存しているときは、併合認定の取扱いは行わず、諸症状を総

合的に判断して認定する。 

   (2) 各等級に相当すると認められるものを一部例示すると次のとおり

である。 

障害の程度 障 害 の 状 態 

１ 級 高度の認知障害、高度の人格変化、その他の高度の精

神神経症状が著明なため、常時の援助が必要なもの 

２ 級 認知障害、人格変化、その他の精神神経症状が著明な

ため、日常生活が著しい制限を受けるもの 

(3) 脳の器質障害については、精神障害と神経障害を区分して考えるこ

とは、その多岐にわたる臨床症状から不能であり、原則としてそれら

の諸症状を総合して、全体像から総合的に判断して認定する。                                        

   (4) 精神作用物質使用による精神障害                                           

      ア アルコール、薬物等の精神作用物質の使用により生じる精神障害

について認定するものであって、精神病性障害を示さない急性中毒

及び明らかな身体依存の見られないものは、認定の対象とならな

い。                                    

      イ 精神作用物質使用による精神障害は、その原因に留意し、発病時

からの療養及び症状の経過を十分考慮する。                                           

   (5) 高次脳機能障害とは、脳損傷に起因する認知障害全般を指し、日常
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生活又は社会生活に制約があるものが認定の対象となる。その障害の

主な症状としては、失語、失行、失認のほか記憶障害、注意障害、遂

行機能障害、社会的行動障害などがある。 

        なお、障害の状態は、代償機能やリハビリテーションにより好転も

見られることから療養及び症状の経過を十分考慮する。 

        また、失語の障害については、「第５節 言語機能の障害」の認定

要領により認定する。 

   (6)  日常生活能力等の判定に当たっては、身体的機能及び精神的機能を

考慮の上、社会的な適応性の程度によって判断するよう努める。 

 

Ｃ てんかん                                                                 

   (1) てんかん発作は、部分発作、全般発作、未分類てんかん発作などに

分類されるが、具体的に出現する臨床症状は多彩である。 

        また、発作頻度に関しても、薬物療法によって完全に消失するもの

から、難治性てんかんと呼ばれる発作の抑制できないものまで様々で

ある。 

        さらに、てんかん発作は、その重症度や発作頻度以外に、発作間欠

期においても、それに起因する様々な程度の精神神経症状や認知障害

などが、稀ならず出現することに留意する必要がある。 

   (2) 各等級に相当すると認められるものを一部例示すると次のとおり

である。 

障害の程度 障 害 の 状 態 

１ 級 十分な治療にかかわらず、てんかん性発作を極めて

ひんぱんに繰り返すため、常時の援助が必要なもの 

２ 級   十分な治療にかかわらず、てんかん性発作をひんぱ

んに繰り返すため、日常生活が著しい制限を受けるも

の 

  (注) てんかんは、発作と精神神経症状及び認知障害が相まって出現す

ることに留意が必要。また、精神神経症状及び認知障害については、

前記「Ｂ 症状性を含む器質性精神障害」に準じて認定すること。 

   (3) てんかんの認定に当たっては、発作のみに着眼することなく、てん

かんの諸症状、社会適応能力、具体的な日常生活状況等の他の要因を

含め、全体像から総合的に判断して認定する。 

        様々なタイプのてんかん発作が出現し、発作間欠期に精神神経症状

や認知障害を有する場合には、治療及び病状の経過、日常生活状況等

によっては、さらに上位等級に認定する。 

        また、てんかんとその他認定の対象となる精神疾患が併存している

ときは、併合認定の取扱いは行わず、諸症状を総合的に判断して認定

する。 
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   (4) てんかん発作については、抗てんかん薬の服用や、外科的治療によ

って抑制される場合にあっては、原則として認定の対象にならない。              

   (5)  日常生活能力等の判定に当たっては、身体的機能及び精神的機能を

考慮の上、社会的な適応性の程度によって判断するよう努める。 

 

Ｄ 知的障害                                                        

   (1)  知的障害とは、知的機能の障害が発達期（おおむね１８歳まで）に

あらわれ、日常生活に持続的な支障が生じているため、何らかの特別

な援助を必要とする状態にあるものをいう。                                                          

   (2)  各等級に相当すると認められるものを一部例示すると次のとおり

である。 

障害の程度 障 害 の 状 態 

１ 級 知的障害があり、食事や身のまわりのことを行うの

に全面的な援助が必要であって、かつ、会話による意

思の疎通が不可能か著しく困難であるため、日常生活

が困難で常時援助を必要とするもの 

２ 級 知的障害があり、食事や身のまわりのことなどの基

本的な行為を行うのに援助が必要であって、かつ、会

話による意思の疎通が簡単なものに限られるため、日

常生活にあたって援助が必要なもの 

    なお、この場合における精神発達遅滞の１級と２級の程度を例示す

れば、標準化された知能検査による知能指数がおおむね３５以下のも

のが１級に、おおむね５０以下のものが２級に相当すると考えられ

る。                                         

   (3)  知的障害の認定に当たっては、知能指数のみに着眼することなく、

日常生活のさまざまな場面における援助の必要度を勘案して総合的

に判断する。 

        また、知的障害とその他認定の対象となる精神疾患が併存している

ときは、併合認定の取扱いは行わず、諸症状を総合的に判断して認定

する。 

   (4)  日常生活能力等の判定に当たっては、身体的機能及び精神的機能を

考慮の上、社会的な適応性の程度によって判断するよう努める。 

 

Ｅ 発達障害 

   (1)  発達障害とは、自閉症、アスペルガー症候群その他の広汎性発達障

害、学習障害、注意欠陥多動性障害その他これに類する脳機能の障害

であってその症状が通常低年齢において発現するものをいう。                                            

   (2)  発達障害については、たとえ知能指数が高くても社会行動やコミュ

ニケーション能力の障害により対人関係や意思疎通を円滑に行うこ
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とができないために日常生活に著しい制限を受けることに着目して

認定を行う。 

        また、発達障害とその他認定の対象となる精神疾患が併存している

ときは、併合認定の取扱いは行わず、諸症状を総合的に判断して認定

する。 

   (3) 各等級に相当すると認められるものを一部例示すると次のとおり

である。   

障害の程度 障 害 の 状 態 

１ 級 発達障害があり、社会性やコミュニケーション能力

が欠如しており、かつ、著しく不適応な行動が見られ

るため、日常生活への適応が困難で常時援助を必要と

するもの 

２ 級 発達障害があり、社会性やコミュニケーション能力

が乏しく、かつ、不適応な行動が見られるため、日常

生活への適応にあたって援助が必要なもの 

(4) 日常生活能力等の判定に当たっては、身体的機能及び精神的機能を

考慮の上、社会的な適応性の程度によって判断するよう努める。 

     

（９）特別障害給付金制度の周知について  

  国民年金の任意加入期間に加入しなかったことにより障害基礎年金等を

受給していない障害者の方について、国民年金制度の発展過程において生

じた特別な事情にかんがみ、福祉的措置として「特別障害給付金」を給付

する措置が平成 17 年４月１日から施行されているところであるが、制度の

一層の周知を図るため、引き続き各都道府県及び市区町村を通じた制度の

周知・広報について、ご協力をお願いしたい。 

本制度では、経過的福祉手当の受給者が特別障害給付金の支給を受けた

場合、経過的福祉手当の受給資格を喪失し、再び受けることができなくな

るので、ご留意願いたい。 

また、特別障害給付金制度の更なる周知を図るために、福祉関係施設や

事業者、医療関係者、民生委員、障害者団体等、日頃障害者と接する機会

の多い方々を通じた周知についてもご協力をお願いしたい。【資料２参照】 

（制度の概要については、日本年金機構のホームページを参照願いたい。 

https://www.nenkin.go.jp/service/jukyu/sonota-kyufu/tokubetsu-kyuf

u/tokubetsu-kyufu.html） 

  なお、令和４年度の額は、令和３年の物価変動率（▲0.2％）に基づき、

下記のとおりの額となるので、管内市区町村及び関係機関への周知をお願

いしたい。 

 

                  （令和３年度）（令和４年度） 
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  障害基礎年金１級相当に該当する方 52,450 円 → 52,300 円 

                         （２級の 1.25 倍） 

  障害基礎年金２級相当に該当する方 41,960 円 → 41,840 円 
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令和４年度特別児童扶養手当支払データ提出期限について 

 

 

支払月 
データ提出期限 

（午前中） 
データ修正締切日 

(午前中） 
支払予定日（※） 

2022年 
４月 

３月15日（火） ３月17日（木） ４月11日（月） 

５ ４月15日（金） ４月19日（火） ５月11日（水） 

６ ５月17日（火） ５月19日（木） ６月10日（金） 

７ ６月15日（水） ６月17日（金） ７月11日（月） 

８ ７月15日（金） ７月20日（水） ８月10日（水） 

９ ８月16日（火） ８月18日（木） ９月9日（金） 

10 ９月15日（木） ９月20日（火） 10月11日（火） 

11 10月17日（月） 10月19日（水） 11月11日（金） 

12 11月15日（火） 11月17日（木） 12月9日（金） 

2023年  
１月 

12月15日（木） 12月19日（月） １月11日（水） 

２ １月16日（月） １月18日（水） ２月10日（金） 

３ ２月15日（水） ２月17日（金） ３月10日（金） 

 注）太字・下線箇所は定時払い月（その他は随時払い月） 

※ 支給日は、原則、支給月の11日となる。 

※ 上記の提出期限については、令和４年１月27日付事務連絡「令和４年度特別児童扶養

手当支払データの提出期限等について」にてお知らせした期限と同じです。 

 

特別児童扶養手当支払データの提出方法等について、令和４年１月27日付事務 

連絡「令和４年度特別児童扶養手当支払データの提出期限等について」を必ず 

参照ください。 

資料１ 
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資料２ 

特別障害給付金について 

 

○概要 

 国民年金に任意加入していなかったことにより、障害基礎年金等を受給していな

い障害者の方について、国民年金制度の発展過程において生じた特別な事情にかん

がみ、福祉的措置として、「特別障害給付金制度」を創設。 

 

○対象者 

 ・平成３年３月以前に国民年金任意加入対象であった学生 

 ・昭和６１年３月以前に国民年金任意加入対象であった被用者等の配偶者であっ

て、当時、任意加入していなかった期間内に初診日があり、現在、障害基礎年

金の１級、２級相当の障害の状態にある方が対象。ただし、６５歳に達する日

の前日までに当該障害状態に該当された方に限る。 

  ※障害基礎年金、障害厚生年金、障害共済年金との併給は対象外。 

  ※老齢年金、遺族年金、労災補償等を受給されている場合は、その受給額分を

差し引いた額を支給。 

  ※経過的福祉手当受給者が特別障害給付金の支給を受けると、経過的福祉手当

の受給資格は喪失する。 

 

○支給額 

                                     

 

○支給件数（実績） 

                                                                 

 H26 H27 H28 H29 H30 R 元 R２ 

支給件数 9,305 9,290 9,213 9,159 8,982   8,894 8,607 

（うち学生） (5,197) (5,231) （5,231） （5,244） （5,212） (5,235) (5,150) 

（うち配偶者） (4,108) (4,059) （3,982） （3,915） （3,770） (3,659) (3,457) 

（注）各年度３月末現在の件数 

 

○請求窓口 

 住所地の市区町村 

 

○認定事務 

 年金事務センター（日本年金機構） 

 H27 H28 H29 H30 R 元 R２ R３ R４ 

１級 51,050 51,450 51,400 51,650 52,150 52,450 52,450 52,300 

２級 40,840 41,160 41,120 41,320 41,720 41,960 41,960 41,840 

単位：件 

単位：円 
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１２ 心身障害者扶養保険事業について 

 

（１）心身障害者扶養保険事業に係る適切な事務処理の実施について 

各都道府県・指定都市においては、適切に事務処理を行っていただくと

ともに、管内の市町村においても適切な事務処理が行われるよう、指導方

お願いする。特に、本制度は加入時の年度の４月１日時点の年齢によって

掛金の額が異なるため、加入希望者への案内や事務処理において十分にご

留意いただきたい。 

また、加入者の現況を確実に把握し、保険金の請求遅延等が生じないよ

う努められたい。 

 

（２）広報啓発の取組の推進について 

 平成 29 年 11 月６日に取りまとめられた「心身障害者扶養保険事業に関

する検討会報告書」において、「国、地方公共団体及び独立行政法人福祉医

療機構（以下「機構」という。）において、広報の取組の一層の充実を図る

こと」とされており、厚生労働省及び機構において、自治体において活用

できるリーフレットのひな形と障害者扶養共済制度の案内の手引きを作成

し、厚生労働省ホームページ及び機構ホームページへ掲載している。これ

らリーフレットや手引きにおいては、障害者扶養共済制度に対して国民に

親しみを持ってもらうため、保護者の意見を参考に、「しょうがい共済」と

いう愛称を用いている。 

（リーフレット等については厚生労働省 HP 参照） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000195619.html 

また、機構では、毎年度、本リーフレット等を各都道府県・指定都市に

必要部数を配布しているところである（３月中に各自治体に到着予定）。 

各都道府県・指定都市においては、本リーフレット等を活用し、管内の市町

村等と連携の上、引き続き広報啓発の取組をより一層推進していただくよう

お願いする。 

 

（３）心身障害者扶養共済制度における年金受給者の現況等の確認に係る住民基

本台帳ネットワークシステムの活用について 

「令和３年の地方からの提案等に関する対応方針」（令和３年 12 月 21 日

閣議決定）を踏まえて、「心身障害者扶養共済制度における年金受給者の現

況等の確認に係る住民基本台帳ネットワークシステムの活用について」（令

和３年 12 月 23 日事務連絡）により、地方公共団体が条例で定めて実施する

事務については、住民基本台帳法の規定に基づいて定めた条例に基づき、住

民基本台帳ネットワークシステムを活用することが可能であることをお知

らせしているが、年金受給者等の負担軽減のため、同ネットワークを活用し

た年金受給者の現況等の確認について検討をお願いする。【資料１参照】 
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事 務 連 絡 

令和３年 12月 23日 

 

   都道府県 

各      民生主管部（局）御中 

   指定都市 

 

 

厚生労働省社会・援護局 

障害保健福祉部企画課 

 

 

    心身障害者扶養共済制度における年金受給者の現況等の確認に係る 

    住民基本台帳ネットワークシステムの活用について 

 

 

 日頃より障害福祉行政にご尽力をいただき、厚く御礼申し上げます。 

 心身障害者扶養共済制度における年金受給権者の現況等の確認については、地方公共団

体において、住民基本台帳や住民基本台帳ネットワークシステム（以下「住基ネット」と

いう。）で確認することにより、年金受給権者又は年金管理者（以下「年金受給者等」とい

う。）からの住民票の写しの提出が省略可能とされています。他方、従来どおり、住民票の

写しの提出により、年金受給権者の現況を確認している地方公共団体もあるところです。 

この点、心身障害者扶養共済制度における年金受給権者の現況等については、住民基本

台帳法（昭和 42 年法律第 81 号）の規定に基づいて定めた条例に基づき、住基ネットを活

用することにより、確認することが可能であり、こうした取組は年金受給権者等及び地方

公共団体の負担軽減に資するものです。 

今般、「令和３年の地方からの提案等に関する対応方針」（令和３年 12月 21日閣議決定）

を踏まえ、地方公共団体の条例に基づき住基ネットを活用する場合の条例の規定例につい

て、別紙のとおりお示しいたします。 

各地方公共団体におかれましては、こうした条例の整備について、住民基本台帳制度の

所管部署等とも連携の上、ご検討いただきますようお願いいたします。 

また、各都道府県におかれましては、必要に応じ、域内の指定都市を除く市区町村に周

知されるようお願いいたします。 

なお、この通知の内容については、総務省自治行政局住民制度課と協議済みであること

を申し添えます。 

 

 

 
（問い合わせ先） 

 厚生労働省社会・援護局 

障害保健福祉部企画課手当係 

  TEL：03-5253-1111（内線：3020） 
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（別紙） 

【条例の規定例】 

 

・ 住民基本台帳法第 30条の 13第１項等（※１）の規定に基づき、都道府県又は市町村（特別区を

含む。以下同じ。）において条例を定める場合 

 

〇〇県住民基本台帳法施行条例 

第×条 住民基本台帳法第三十条の十三第一項に規定する条例で定める区域内

の市町村の市町村長その他の執行機関及び同項に規定する条例で定める事務

は、別表●のとおりとする。 

 

別表● 

提供を受ける機関 事務 

区域内の市町村の

市町村長その他の

執行機関 

心身障害者扶養共済制度に係る事務であって次に掲げるもの 

一 年金受給権者の〇〇の届出の受理又はその届出に係る

事実についての審査 

二 ・・・・・・ 

三 ・・・・・・ 

 

※１ 住民基本台帳法第 30 条の 13 第２項の規定に基づく場合（都道府県知事が、他の都道府

県の都道府県知事の求めにより、保有する本人確認情報を提供する場合）、同条第３項の規定に

基づく場合（都道府県知事が、他の都道府県の区域内の市町村の市町村長の求めにより、保

有する本人確認情報を提供する場合）及び同法第 30 条の 14 の規定に基づく場合（市町村

長が、他の市長村の市町村長の求めにより、保有する本人確認情報を提供する場合）について

も、同様の形式で規定することが考えられます。 

※２ 上記のように規定するほか、具体的な事務内容について規則等に委任することも考えられ、

形式は各団体において検討ください。 

 

・ 住民基本台帳法第 30条の 15第１項の規定に基づき、都道府県において条例を定める場合 

 

〇〇県住民基本台帳法施行条例 

第×条 住民基本台帳法第三十条の十五第一項第二号に規定する条例で定める

事務は、別表●のとおりとする。 

 

別表● 

〇号  心身障害者扶養共済制度に係る事務であって次に掲げるもの 

一 年金受給権者の〇〇の届出の受理又はその届出に係る事実についての審査 

二 ・・・・・・ 

三 ・・・・・・ 

 

※３ 上記のように規定するほか、具体的な事務内容について規則等に委任することも考えられ、

形式は各団体において検討ください。 

※２ 

※３ 
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（別紙） 

【参照条文】 

◎住民基本台帳法（昭和四十二年法律第八十一号）（抄） 

（都道府県の条例による本人確認情報の提供） 

第三十条の十三 都道府県知事は、当該都道府県の区域内の市町村の市町村長その他の執

行機関であつて条例で定めるものから条例で定める事務の処理に関し求めがあつたとき

は、条例で定めるところにより、当該市町村長その他の市町村の執行機関に対し、都道

府県知事保存本人確認情報（住民票コード及び個人番号を除く。以下この条において同

じ。）を提供するものとする。 

２ 都道府県知事は、他の都道府県の都道府県知事その他の執行機関であつて条例で定め

るものから条例で定める事務の処理に関し求めがあつたときは、条例で定めるところに

より、当該都道府県知事その他の都道府県の執行機関に対し、都道府県知事保存本人確

認情報を提供するものとする。 

３ 都道府県知事は、他の都道府県の区域内の市町村の市町村長その他の執行機関であつ

て条例で定めるものから他の都道府県の都道府県知事を経て条例で定める事務の処理に

関し求めがあつたときは、条例で定めるところにより、当該市町村長その他の市町村の

執行機関に対し、都道府県知事保存本人確認情報を提供するものとする。 

（市町村の条例による本人確認情報の提供） 

第三十条の十四 市町村長は、他の市町村の市町村長その他の執行機関であつて条例で定

めるものから条例で定める事務の処理に関し求めがあつたときは、条例で定めるところ

により、当該市町村長その他の市町村の執行機関に対し、本人確認情報（住民票コード

及び個人番号を除く。）を提供するものとする。 

（本人確認情報の利用） 

第三十条の十五 都道府県知事は、次の各号のいずれかに該当する場合には、都道府県知

事保存本人確認情報（住民票コードを除く。次項において同じ。）を利用することがで

きる。ただし、個人番号については、当該都道府県知事が番号利用法第九条第一項又は

第二項の規定により個人番号を利用することができる場合に限り、利用することができ

るものとする。 

一 略 

二 条例で定める事務を遂行するとき。 

三・四 略 

２～４ 略 
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令和３年の地方からの提案等に関する対応方針（抜粋） 

 

 

                        令和３年 12月 21日 

                                 閣 議 決 定 

                             

５ 義務付け・枠付けの見直し等 

 

【総務省】 

（11）住民基本台帳法（昭 42 法 81）及び独立行政法人福祉医療機構法（平 14

法 166） 

条例の規定により地方公共団体が精神又は身体に障害のある者に関して実

施する心身障害者扶養共済制度において行う年金受給者の現況確認等につい

ては、地方公共団体の条例に基づく住民基本台帳ネットワークシステムの活

用等により、年金受給者の情報を確認することが可能であることを令和３年

中に通知する。 

（関係府省：厚生労働省） 

 

【厚生労働省】 

（41）住民基本台帳法（昭 42 法 81）及び独立行政法人福祉医療機構法（平 14

法 166） 

条例の規定により地方公共団体が精神又は身体に障害のある者に関して実

施する心身障害者扶養共済制度において行う年金受給者の現況確認等につい

ては、地方公共団体の条例に基づく住民基本台帳ネットワークシステムの活

用等により、年金受給者の情報を確認することが可能であることを令和３年

中に通知する。［再掲］ 

（関係府省：総務省） 

 

（参 考） 
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１３ インフラ老朽化対策の推進について 

 

  平成 25 年 11 月に策定された「インフラ長寿命化基本計画」（インフラ老朽

化対策の推進に関する関係省庁連絡会議決定。以下「基本計画」という。）に

おいて、今後、公共施設等が一斉に更新時期を迎えることが見込まれる中で、

中長期的な維持管理・更新等に係るトータルコストの縮減や予算の平準化を図

る方向性が打ち出された。 

  これを受け、厚生労働省では、平成 27 年 3 月に「厚生労働省インフラ長寿

命化計画（行動計画）」を策定した。また、各地方自治体においても、基本計

画において、インフラの維持管理・更新等を着実に推進するための中期的な取

組の方向性を明らかにする計画として、「インフラ長寿命化計画」（公共施設等

総合管理計画）を平成 28 年度までに策定するとともに、公立の社会福祉施設

等を含め個別施設毎のメンテナンスサイクルの実施計画として、「対策の優先

順位の考え方」、「個別施設の状態等」、「対策内容と時期」、「対策費用」等を記

載した「個別施設毎の長寿命化計画」（個別施設計画）を令和２年度末までに

全ての施設で策定することとされている。 

  公立の社会福祉施設等の「個別施設計画」については、毎年、策定状況を報

告いただいているところであるが、公立の障害福祉施設等においては、令和２

年度末時点での策定率は 68％で、期限内に全ての施設で策定には及ばなかっ

た。（詳細は、参照資料ページ、第 10 回幹事会資料２－１） 

  本計画の策定は、計画的かつ効率的な修繕等の実施によって、障害福祉施設

等の長寿命化を図り、トータルコストの縮減につながる重要な計画である。策

定の一助となるよう厚生労働省では、社会福祉施設等の長寿命化計画を策定す

る際の参考となる手引きを作成し、通知しているところである。 

  個別施設計画の策定率が 100％となるよう、各地方公共団体において確実な

取組をお願いするとともに、都道府県におかれては、貴管内市区町村に対して

周知等の働きかけをお願いする。 

  なお、中長期的な維持管理等に係るトータルコストの縮減及び予算の平準化

を図りつつ、インフラの戦略的な維持管理・更新等を推進するため、施設の維

持管理・更新費の算定等に関する調査研究について、以下参考資料もご活用い

ただきたい。 

 

《参照資料》 

・インフラ長寿命化基本計画（内閣官房ＨＰ内） 

 https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/infra_roukyuuka/index.html 

・厚生労働省インフラ長寿命化計画（行動計画） 

・中長期的な維持管理・更新等のコストの見直しに関する調査研究（厚生労働省

ＨＰ内） 

・個別施設調査（自治体毎の計画策定状況） 

 https://www.mhlw.go.jp/topics/2015/04/tp0416-01.html 
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１４ 令和３年の地方からの提案等に関する対応方針について 

  

地方分権改革については、地方の声を踏まえつつ改革を推進していくことを

目的に、2014 年度より地方公共団体等からの「提案募集方式」が導入されて

おり、地方から提案のあった事務・権限の移譲、義務付け・枠付けの見直し等

を推進している。 

今般、「令和３年の地方からの提案等に関する対応方針」（令和３年 12 月

21 日閣議決定）がとりまとめられた。障害保健福祉関係の内容は別添資料の

とおりであるので、ご了知いただきたい。 
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【障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）関係】

○ 障害福祉サービスの居住地特例の対象に介護保険施設等を追加

【行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）関係】

○ 障害児入所給付費の支給事務等に必要な特定個人情報に療育手帳関係情報を追加し、情報連携を可能に

地方分権改革については、地方の声を踏まえつつ改革を推進していくことを目的に、2014年度より
地方公共団体等からの「提案募集方式」が導入されている。これにより、地方から提案のあった事務・
権限の移譲、義務付け・枠付けの見直し等の推進が図られている。
「令和３年の地方からの提案等に関する対応方針」（令和３年12月21日閣議決定。以下「対応方

針」という。）のうち、障害保健福祉部関係の内容は以下の通りであり、対応方針に基づき随時措置を
実施する。 ※令和２年以前の提案で、令和３年中に措置されたものは除く

個別法の改正により措置を講ずるもの
◎：令和３年の提案
○：平成 26～令和２年の対応方針で「引き続き検討」としていた提案

政令改正等により措置を講ずるもの

【児童福祉法（昭和22年法律第164号）及び食品衛生法（昭和22年法律第233号）関係】

◎児童福祉施設等における衛生管理について、手引書等を参考に指導を行うことが可能である旨を明確化。また、児
童福祉施設の指導に資する方策について検討・結論

【住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）及び独立行政法人福祉医療機構法（平成14年法律第166号）関係】

○心身障害者扶養共済制度における年金受給者の現況確認等について、住民基本台帳ネットワークシステムの活用
等が可能である旨を周知

検討の上、結論を得るとするもの

【児童福祉法（昭和22年法律第164号）関係】
○ 放課後等デイサービスの利用対象児童の拡大について検討・結論。［令和３年中］

【児童福祉法（昭和22年法律第164号）及び障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年
法律第123号）関係】
◎ 障害者支援施設等に対する一般監査について、新型コロナ等感染拡大防止の観点から、実地によらない方法を可能と
する方向で検討・結論。［令和３年度中］
◎ 障害（児）福祉計画について、
・計画期間を延長する方向で社会保障審議会の議論も踏まえ検討・結論［令和４年中 ］
・記載内容を簡素化する方向で検討・結論［令和４年度中］
・基本指針改正及びQ&Aの地方公共団体への送付を可能な限り早期に実施

◎：令和３年の提案
○：平成 26～令和２年の対応方針で「引き続き検討」としていた提案
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１５ 消費税の適格請求書等保存方式の施行に向けた周知について 

 

消費税の軽減税率制度の実施に伴い、令和５年 10 月 1 日から消費税の適格

請求書等保存方式（いわゆるインボイス制度）【資料１参照】が施行されるこ

ととなっている。 

インボイス制度の施行により、 

・買手として消費税の仕入税額控除のために原則インボイスの保存が必要に

なる 

・売手としてインボイスの交付を行うために令和３年 10 月から開始されて

いる「適格請求書発行事業者」の登録申請が必要となる 

といった変更点があることから、令和４年１月 25 日から２月７日までの間に、

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部の各課室から、関係団体に向けて会員

事業者への周知等に関する依頼文の発出を行った【資料２、資料３参照】。 

本件については令和４年３月１日付事務連絡「消費税の適格請求書等保存方

式の施行に向けた周知等について（周知依頼）」【資料４参照】において各自治

体へ御連絡しているところ、改めてご確認いただくとともに、管内の事業者へ

の周知等、事業者の方々の円滑な準備のためにご協力いただくようお願いする。 
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令和４年１月２５日 

各事業者団体 宛 

厚 生 労 働 省 

財 務 省 

国 税 庁 

 

消費税の適格請求書等保存方式の施行に向けた周知等について 

（協力依頼） 

 

平素から、厚生労働行政にご理解とご協力を賜り厚くお礼申し上げます。 

 

消費税の軽減税率制度の実施に伴い、令和５年 10 月 1 日から消費税の適格請求書等保存方式

（いわゆるインボイス制度）が施行されることとなっています。 

インボイス制度においては、買手として消費税の仕入税額控除のためには原則としてインボイ

スの保存が必要になり、売手としてインボイスの交付を行うためには令和３年 10 月から開始さ

れている「適格請求書発行事業者」の登録申請が必要となるといった変更点がございます。 

 そのため、制度開始に向けて制度の内容をご理解いただき、事業者の方々の円滑な準備のため

に、以下の４点についてご協力賜れば幸いです。 

 

１．貴団体の会員事業者向けの説明会開催の検討及び実施 

ご希望に応じ、貴団体が主催する会員向けの説明会・研修会に財務省・国税職員を講師として

派遣させていただきます。こうした説明会・研修会の開催について積極的にご検討いただけます

と幸いです。 

なお、新型コロナウイルス感染症への対応や感染防止の観点から、開催時期や実施方法につい

ては、貴団体の状況に応じてご検討いただければ幸いです。 

詳細は別添１及び２をご覧ください。 

 

２．登録申請開始に関する会員事業者への案内 

国税庁ホームページの「インボイス制度特設サイト」内に「適格請求書発行事業者」の登録申

請手続を掲載しております。同サイト内には、事業者の方の制度理解に資する資料や国税庁・税

務署が主催するどなたでも参加可能な説明会のご案内等も掲載しています。また、一般的なご質

問を受け付けるフリーダイヤルも開設しております。 

令和３年 10 月に登録申請が開始している旨とあわせて、これらの資料等を会員事業者へご案

内いただけますと幸いです。 

 

３．「免税事業者及びその取引先のインボイス制度への対応に関するＱ＆Ａ」について 

免税事業者やその取引先の対応に関して、消費税法だけでなく独占禁止法及び下請法、建設業

法といった関係法令に基づいて「免税事業者及びその取引先のインボイス制度への対応に関す

るＱ＆Ａ」をとりまとめて公表していますので、概要と併せて送付いたします（別添３～５）。

また、これらの関係法令における個別事例等の問い合わせについては相談窓口がございます。 

別紙に記載されている各省庁ＵＲＬにも掲載しておりますので、会員事業者へご案内いただき、

引き続き関係法令が遵守されるよう周知をお願いいたします。 

 

４．中小企業等に向けた支援措置等 

令和３年度補正予算において、インボイス制度への対応に向けたＩＴ導入補助金や持続化補助

金といった予算措置が講じられています。会員事業者やその取引先にご活用いただけるよう、別

紙に記載されているＵＲＬの周知をお願いいたします。 

（以 上） 

資料２ ※団体により発出日や軽微な内容の違いがあり、本依頼文は一例として示すもの 
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（別 紙） 

 

＜制度に関する各種ご案内＞ 

【国税庁 インボイス制度特設サイト】 

https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/zeimokubetsu/shohi/keigenzeiritsu/invoice

.htm 

【国税庁 知っていますか？インボイス制度（リーフレット）】 

https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/zeimokubetsu/shohi/keigenzeiritsu/pdf/002

2001-063.pdf 

【国税庁 適格請求書等保存方式の概要 インボイス制度の理解のために】 

https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/zeimokubetsu/shohi/keigenzeiritsu/pdf/002

0006-027.pdf 

【国税庁 適格請求書等保存方式に関する Q＆A】 

https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/zeimokubetsu/shohi/keigenzeiritsu/qa_01.h

tm 

【国税庁 消費税軽減税率・インボイス制度電話相談センター】 

0120-205-553（無料） 【受付時間】9:00～17:00（土日祝除く） 

 

＜免税事業者及びその取引先のインボイス制度への対応に関するＱ＆Ａ＞ 

【財務省】  

https://www.mof.go.jp/tax_policy/summary/consumption/d02.htm  

【公正取引委員会】 

https://www.jftc.go.jp/dk/guideline/unyoukijun/invoice_qanda.html 

【中小企業庁】  

https://www.chusho.meti.go.jp/zaimu/zeisei/index.html 

【国土交通省】  

https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/1_6_bt_000178.html 

※ 各ホームページに掲載されているものは同様の内容です。 

 

＜中小企業等に向けた支援措置＞ 

【中小企業庁 生産性革命推進事業】 

https://www.chusho.meti.go.jp/koukai/yosan/2021/1224/003_seisansei.pdf 
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消費税のインボイス制度に関する 

説明会・研修会への講師派遣について 
 
 

 

 

◇ 貴団体が主催する会員事業者向けの説明会・研修会に講師を派遣します。 

◇ 貴団体の傘下団体(地域ブロック単位の団体)が主催される同様の説明会・研修会にも講師

派遣可能です。 

※ 会員事業者の主に経理をご担当されている方への説明会や研修会が効果的だと思われ

ますが、団体開催の理事会や団体事務局に向けた説明であっても差し支えありません。 

※ 新型コロナウイルス感染症への感染防止の観点から、オンラインでの説明や、団体事務

局向けの少人数の説明会や複数回にわたる開催など柔軟な対応も可能ですので、ご相談く

ださい。 

 

 

 

◇ 令和５年１０月から開始するインボイス制度の概要について、事業者の方々からよく質問

を受ける内容を踏まえながら説明いたします。質疑応答の時間を設けることも可能です。 

◇ これまで派遣講師による説明を受けた団体等からは、「説明を受けてみて制度理解が進ん

だ」や「準備を開始するきっかけになった」との声をいただいておりますので、積極的なお

申込みをご検討いただけますと幸いです。 

 ※ インボイス制度の説明と合わせて、近時の電子帳簿保存法の見直しに関する内容について説

明をご希望の場合は、申込書にその旨をご記入ください。なお、電子帳簿保存法に関する説明

については日程等の都合上、ご希望に添えないこともある旨を予めご了承ください。 

 

 

 

◇ 講師派遣の依頼は、制度開始に向けて随時、受け付けております。 

（申込期限は設けておりません。） 

◇ 講師派遣は、原則として平日の９時から17時までの間とさせていただきます。それ以外の

日程を希望される場合は前広にご相談ください。 

 

 

 

◇ 別紙申込用紙にご記入の上、ご送付願います。 

 

 

 

別添１ 

 講師を派遣させていただく説明会・研修会 

派遣する講師（財務省・国税職員）がご説明する事項（概要） 

説明会の開催時期等 

 講師派遣のお申込み 
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    別添２

申込日 管理番号

開催団体名

開催日 開催時間

（都道府県） （市区町村）

説明会の名称

要　　　　不要

回答日 説明担当者

Mail

開催場所

（地番、建物名、部屋番号等）

Tel

インボイス制度 講師派遣申込書

※お手数ですが、太枠内の項目につきましてご記入願います。

参加人数（名） 名程度

連絡先

担当部署名
又は

担当者名

説明会の概要

当日の時間割

※改正電子帳簿保存法の説明　　　

備考

※　オンラインでの開催をご希望の場合には、その旨及び使用可能なソフト名をご記載ください。
※　改正電子帳簿保存法の説明に関しましては講師が変わる可能性もあります。時間割はインボイ
スと電子帳簿保存法を分けてご記載ください。
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資料２の発出先一覧 

 

（令和４年１月 25 日発出） 

・日本自閉症協会 

・発達障害者支援センター全国連絡協議会 

・日本発達障害ネットワーク 

・全日本自閉症支援者協会 

・全国手をつなぐ育成会連合会 

・全国地域生活支援ネットワーク 

・全国地域で暮らそうネットワーク 

・障害のある人と援助者でつくる日本グループホ

ーム学会 

・日本補助犬情報センター 

・認定 NPO 法人全国盲導犬施設連合会 

・日本障がい者スポーツ協会 

・銀鈴会 

・日本障害者リハビリテーション協会 

・日本喉摘者団体連合会 

・日本義肢協会 

・テクノエイド協会 

・日本オストミー協会 

・日本発達障害連盟 

 

（令和４年１月 26 日発出） 

・全国社会就労センター協議会 

・日本セルプセンター 

・全国就業支援ネットワーク 

・全国就労移行支援事業所連絡協議会 

・就労継続支援 A型事業所全国協議会 

・日本精神神経診療所協会 

・日本精神衛生会 

・復光会 

・日本精神保健福祉連盟 

・全日本断酒連盟 

・日本てんかん協会 

・てんかん治療研究振興財団 

・日本精神保健福祉士協会 

・全国精神保健福祉会連合会 

・全国精神障害者地域生活支援協議会 

・メンタルヘルス岡本記念財団 

・パブリックヘルスリサーチセンター 

・全国社会福祉協議会 

・アルコール健康医学協会 

・明治安田こころの健康財団 

・日本精神保健福祉事業連合 

・日本公衆衛生協会 

・日本視覚障害者団体連合 

・全日本ろうあ連盟 

・全国盲ろう者協会 

・全日本難聴者・中途失聴者団体連合会 

・聴力障害者情報文化センター 

・日本点字図書館 

・日本ライトハウス 

・全国手話通訳問題研究会 

・全国要約筆記問題研究会 

・日本手話通訳士協会 

・全国手話研修センター 

・日本盲人社会福祉施設協議会 

・全国視覚障害者情報提供施設協会 

・全国聴覚障害者情報提供施設協議会 

・きょうされん 

・日本総合病院精神医学会 

・精神医学講座担当者会議 

・国立精神医療施設長協議会 

・日本精神神経学会 

・日本公的病院精神科協会 

・地域精神保健福祉機構 

・日本公認心理師協会 

・公認心理師の会 

 

（令和４年１月 28 日発出） 

・障害児・者相談支援事業全国連絡協議会 

・日本相談支援専門員協会 
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（令和４年１月 31 日発出） 

・日本肢体不自由児協会 

・全国重症心身障害児(者)を守る会 

・日本重症心身障害福祉協会 

・全国肢体不自由児施設運営協議会 

・全国盲ろう難聴児施設協議会 

・全国児童発達支援協議会 

・全国発達支援通園事業連絡協議会 

・全国肢体不自由児者父母の会連合会 

・日本筋ジストロフィー協会 

・全国心身障害児福祉財団 

・日本肢体不自由児療護施設連絡協議会 

・全国重症心身障害日中活動支援協議会 

・日本ダウン症協会 

・日母おぎゃー献金基金 

・日本おもちゃ図書館財団 

・全国社会福祉協議会 障害関係団体連絡協議会 

・公益財団法人日本訪問看護財団 

・全国訪問看護事業協会 

・全国重症児者デイサービス・ネットワーク 

 

（令和４年２月７日発出） 

・全国脊髄損傷者連合会 

・日本ＡＬＳ協会 

・日本知的障害者福祉協会 

・全国身体障害者施設協議会 

・日本身体障害者団体連合会 

・国際障害者交流センター 

・独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞ

みの園 

・DPI 日本会議 

・全国障害者介護保障協議会 

・日本視覚障害者団体連合 

・全国盲ろう者協会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（計 95 団体） 
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事 務 連 絡 

令和４年３月１日 

 

各 都 道 府 県 衛生主管部局 御中 

市 区 町 村 民生主管部局 御中 

 

各 都道府県労働関係部局     御中 

 

厚生労働省医政局総務課  

厚生労働省医薬・生活衛生局総務課 

厚生労働省医薬・生活衛生局生活衛生課 

厚生労働省職業安定局高齢者雇用対策課 

厚生労働省子ども家庭局子育て支援課 

厚生労働省社会・援護局総務課 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課 

厚生労働省老健局高齢者支援課、認知症施策・地域介護推進課、老人保健課 

厚生労働省保険局保険課、国民健康保険課 

 

 

消費税の適格請求書等保存方式の施行に向けた周知等について 

（周知依頼） 

 

 

消費税の軽減税率制度の実施に伴い、令和５年 10月 1日から消費税の適格請

求書等保存方式（いわゆるインボイス制度）が施行されることとなっています。 

インボイス制度においては、買手として消費税の仕入税額控除を行うために

は原則としてインボイスの保存が必要になり、売手としてインボイスの交付を

行うためには令和３年 10月から開始されている「適格請求書発行事業者」の登

録申請が必要となります。 

 そのため、厚生労働省から各事業者団体に向けて、別添の周知依頼を送付して

おりますので、御了知いただくとともに、管内の事業者への周知等、事業者の

方々の円滑な準備のためにご協力賜りますようお願いいたします。 

 

 

（別添）消費税の適格請求書等保存方式の施行に向けた周知等について（周知依

頼） 
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